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平成３０年度第４回文教民生常任委員会会議録 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

日  時  平成３０年６月６日（水曜日） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

場  所  宍粟市役所５０３会議室 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

開  会  ６月６日 午前 ９時００分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

次  第  

 １．審査・調査・協議事項 

 （請願審査） 

   ・請願第１号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはか 

          るための、2019年度政府予算に係る意見書採択の要請について 

 （健康福祉部） 

  ①審査事項 

   ・第53号議案 宍粟市介護保険条例の一部改正について 

   ・第61号議案 債権の放棄について 

  ②その他報告事項 

   ・平成30年度小規模多機能型居宅介護事業者の募集について 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所「笑顔」特定非営利活動法人しきぐさ破産手 

    続について 

   ・平成30年度健康づくりポイント事業について 

   ・平成29年度生活保護費返還金等の状況について 

 （市民生活部） 

  ①審査事項 

   ・第46号議案 宍粟市税条例の一部改正の専決処分（専決第14号）の承認につ 

          いて 

   ・第47号議案 宍粟市都市計画税条例の一部改正の専決処分（専決第15号）の 

          承認について 

   ・第48号議案 宍粟市国民健康保険税条例の一部改正の専決処分（専決第16  

          号）の承認について 

   ・第51号議案 宍粟市税条例等の一部改正について 
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   ・第52号議案 宍粟市都市計画税条例の一部改正について 

  ②継続調査事項 

   ・資源物等回収状況について 

  ③その他報告事項 

   ・太陽光発電施設設置事業の届出状況について 

   ・再生可能エネルギー利用促進事業補助金申請状況について 

   ・就労支援作業所の資源物収集について 

   ・国民健康保険事業について 

 （教育部） 

  ①審査事項 

   ・第54号議案 宍粟市立学校施設等の使用に関する条例の一部改正について 

   ・第55号議案 宍粟市学童保育所条例の一部改正について 

   ・第56号議案 宍粟市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

          する基準等を定める条例の一部改正について 

   ・第57号議案 宍粟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を 

          定める条例の一部改正について 

   ・第58号議案 宍粟市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

          条例の一部改正について 

  ②継続調査 

   ・幼保一元化送信状況について 

   ・学校給食センター異物混入状況及び対策について 

 （総合病院） 

  ①その他報告事項 

   ・認可病床数変更等に伴う平成30年４月診療報酬実績 

   ・平成29年度時間外患者診療状況 

 ２．その他 

  ・閉会中の継続調査事項について 

  ・その他 

  ・次回委員会の開催について 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出席委員 

    委  員 長   榧 橋 美恵子    副委員長  浅 田 雅 昭  
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    委   員   宮 元 裕  祐    委  員  山 下 由 美  

      〃    今 井 和  夫      〃    神 吉 正 男  

      〃    大 畑 利  明      〃    林   克 治  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出席説明員 

（健康福祉部) 

   健 康 福 祉 部 長 世 良   智   健 康 福 祉 部 次 長 大 谷 奈雅子 

   健康福祉部次長兼社会福祉課長 橋 本   徹   健康福祉部次長兼障害福祉課長 田 中 祥 一  

   介 護 福 祉 課 長 小 椋 憲 樹   介護福祉課副課長兼介護保険係長兼地域包括支援センター所長  有  元 靖 代  

   保 健 福 祉 課 長 平 尾 真 弓  

（市民生活部） 

   市 民 生 活 部 長 平 瀬 忠 信   市 民 生 活 部 次 長 森 本 和 人  

   市 民 生 活 部 次 長 前 川   満   市 民 課 長 中 尾 美恵子 

   税 務 課 課 長 梶 原 昭 一   債 権 回 収 課 長 石 垣 貴 英  

   環 境 課 長 宮 田 隆 広   環境課副課長兼係長 尾 崎 敏 彦  

（教育部） 

   教 育 部 長 前 田 正 人   教 育 部 次 長 山 本 信 介  

   教 育 部 次 長 田 路 正 幸   教 育 総 務 課 長 進 藤 美 穂  

   学 校 教 育 課 長 世 良 重 信   こ ど も 未 来 課 長 中 尾 善 弘  

   施 設 整 備 課 長 西 林 文 隆   社会教育文化財課長兼歴史資料館長  原   真 弓  

   山崎給食センター所長 池 本  雅 彦    教育総務課副課長兼係長 中 田    束  

（総合病院） 

   総合病院事務部長 志 水 史 郎   総合病院事務部次長 大 前 和 浩  

   総合病院事務部次長兼総務課長 船 曳 浩 尉   総合病院総務課副課長 鳥 居 長 則  

   総合病院総務課財政係長 岸 根   潤   総合病院医事課長 木 原 伸 司  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

事務局 

   主      幹 小 椋  沙 織  
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     （午前 ９時００分 開会） 

○榧橋委員長 皆様、おはようございます。 

  少し早いようですが、おそろいですので、始めさせていただきたいと思います。 

  第４回文教民生常任委員会及び予算決算常任委員会第２回文教民生分科会をこれ

より開催をさせていただきます。 

  最初に、請願第１号の審査をこれより行ってまいりたいと思いますので、よろし

くお願いをいたします。 

  東議員には、御出席ありがとうございます。 

  議員のほうからは何かございますか。もうないですね。よろしくお願いいたしま

す。それでは、お願いいたします。 

○東議員 おはようございます。 

  今、委員長からお話がありましたように、請願第１号ということで、御案内のと

おり、件名は教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるため

の、2019年度政府予算に係る意見書採択の要請についてでございます。 

  御案内のとおりなんですけれども、提案理由の説明は、請願書一部を朗読によっ

てさせていただきましたけれども、要は二つありまして、一つは、ＯＥＣＤ諸国並

みの30人以下の学級を実現したいということと、二つ目は、義務教育費の国庫負担

制度の負担割合を２分の１に復元することと、この２点でございます。 

  ＯＥＣＤ、私も余り横文字は得意じゃないんですけれども、経済協力開発機構と

か言われているようです。世界で30カ国以上、35カ国と聞いていますけれども、加

盟しているということで、この間、聞きましたら、教職員組合の方に聞きましたら、

フィンランドのほうに視察に行かれたようです。そこは、20人クラスのことでやっ

ていたというようなことを聞きました。そんなことで、豊かな教育ということで、

30人以下の学級にしたいということでございます。 

  二つ目は国庫負担金ということで、現在、国が３分の１で、都道府県の自己財源

が３分の２ということになっているようです。ただ、都道府県のほうは、自己財源

３分の２ですけれども、地方交付税での財源の保障をされているようなんです。た

だ、その教育費以外の用途に転用の心配もあるというふうなこともあって、すっき

りと国が２分の１をというような趣旨だと聞いておりますので、その辺もあわせて

よろしくお願いしたいと思います。校舎とか、屋内運動場とか、こういうところの

新築とか増築なんかは、もうきっちり２分の１になっているようなんで、この教育

費、義務教育費に関してもできたら２分の１に、これはもともと２分の１だったん
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で、それを、書かれていますように、小泉政権のもとで変わったということで、何

とか復元をしたいというような趣旨でございますので、よろしくお願いしたいと思

います。 

○榧橋委員長 ありがとうございました。 

  それでは、委員の皆様から、何か質問ございましたらお願いいたします。 

  林委員。 

○林委員 これ、例年ずっと同じようなことで、請願されているので、どうのこうの

言う必要ないかと思うんやけど。 

○榧橋委員長 今井委員。 

○今井委員 今、言うてはったように、毎年されている、ちょっとその辺の見込みと

か、何かそういうのってわかります。これ、実現できそうなのか、どうなのかみた

いな。 

○榧橋委員長 東議員。 

○東議員 今、林委員から話ありましたし、今井委員からもお話ありましたけれども、

毎年のことなんです。ただ、その、もともと、さっきも言いましたように、校舎と

か屋内運動場なんかはそうなっているのに、この義務教育費だけがこういうふうに、

これは小泉政権下でかなりの議論があったようです。結果的にこうなってしまった

ので、その後、やっぱりどんどん要望、要請を、意見書もしているんですけれども、

さっきの話のように、交付税で、都道府県に交付税で、都道府県が３分の２負担な

んですけれども、都道府県に交付税で出してるじゃないかというようなことがあっ

て、もう２分の１には戻さないというようなことが続いているようです。これはあ

くまでも紹介議員でありながら、「ようです」という言葉になるんですけれども、

私も確信まではちょっとわかりませんので、あくまで「ようです」という言葉にな

りましたけれども、なかなか実現が難しいのが現状ですね。ただ、出さないとそれ

が当たり前になってしまうので、あくまでも教職員組合としては、やっぱり２分の

１が望ましいということをやっぱり出し続ける必要があるという趣旨と思っていま

す。 

○榧橋委員長 ほかは。宮元委員。 

○宮元委員 先ほど、交付税がかわりにその減った分を負担しているというような形

で、私、聞いたんですけれども、交付税を受け取っていない地方公共団体もあるか

なと思うんですけれども、自主財源でね。そういったところとは、また違うんです

かね、この制度というのは。 
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○榧橋委員長 東議員。 

○東議員 的確な答弁はできないかもわからんですけれども、都道府県、市町村じゃ

なくて、都道府県に、うちの場合でしたら兵庫県ですね。都道府県に地方交付税で

財源保障をしているという言い分です。言い分。ですから、例えば兵庫県が幾ら、

これ用にということで、もらっているというのは、知るよしはないんですけれども。  

○榧橋委員長 はい、そのほかはないでしょうか。いいですか。大畑委員。 

○大畑委員 国に対してですから、これでいいかなというふうに私は思っているんで

すけれども、一つは、教職員の働き方が非常に厳しくなって、さらにその新学習指

導要領とかいうことで、道徳教育みたいなのが教科になったりね。それから英語教

育が始まったりでますます厳しくなっているので、定数改善というのは必要だろう

と思いますけれども、この30人以下というのは、その根拠がよくわからんのですね。

先ほど、フィンランドは20人以下というお話があったんだけれども、先進国の中で

も日本は非常に低いらしいんですけれども、この30人というのを出している、何か

根拠みたいなものがもしわかれば、教えていただきたいのと、それから、低学年の

ところはもう30人以下になってるのと違うかなというふうに思うんですけれども、

残っているのが、小学４年生以上ぐらいのクラスだったのかなと。ちょっとその辺、

はっきり覚えていないんですけれども、もしわかれるのであれば、教えていただき

たいんですけれども。 

○榧橋委員長 東議員。 

○東議員 先に誤解があったらいかんので。フィンランドはその20人以下に決まって

いるというふうには聞いてなかったです。20人ぐらいだったというふうに聞いたと

いうことでね。 

  それと、その30人の根拠というのは、そのぐらいがいいだろうというふうに聞い

ています。30人以下だったらこうなって、35人だったらこうだというのは聞いてい

ません。 

  例えば、その郡部、郡部という言い方はどうかね。もう既に30人以上にしたくて

もできないところがいっぱいありますよね。ですから、ただ、マンモスで30人以上

のところがあるようです。あくまで「ようです」という。東京の何区の小学校が30

人以上とか、そこまではわかりませんけれども、30人以上のところがやっぱり随分

あるようですね。ですから、せめて30人以下にしたほうが、豊かな教育ができるん

じゃないかというような趣旨の要望です。答えになってないかもわかりませんが。 

○榧橋委員長 いかがですか。もうよろしいですか。 
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     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 はい。いいですね。 

  それでは、意見もないようでございますので、東議員、ありがとうございました、

お忙しいところ。はい。ありがとうございました。 

     午前 ９時１０分休憩 

                                       

     午前 ９時１２分再開 

○榧橋委員長 皆様、おはようございます。 

  間もなく梅雨入りかと思います。ここにおきましては、健康に十分留意しながら、

頑張ってまいりたいと思っております。 

  それでは、いつもとちょっと変わっております。健康福祉部のほうから行ってま

いりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、審査のほうからですね。第53号議案、そして第61号議案のほうからま

いりたいと思いますけれども、説明のほうをお願いをしたいと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

  世良部長。 

○世良健康福祉部長 おはようございます。よろしくお願いします。 

  それでは、53号議案と61号議案の説明につきまして、私のほうからさせていただ

きます。 

  まず、53号議案、宍粟市介護保険条例の一部改正についてでございますが、こち

らは、介護保険の自己負担割合及び高額介護サービスの所得段階の判定の基準とな

ります所得金額につきまして、税法上で控除となっております長期譲渡所得及び短

期譲渡所得にかかわる特別控除額を勘案する見直しに伴いまして、介護保険法の施

行令の一部を改正する政令が公布されたことを受けまして、引用部分の条項のずれ

に対応するために改正を行うものでございます。 

  次に、２点目の61号議案の債権の放棄につきましてですが、こちらは資料がござ

いませんが、生活保護の要保護者の方が、保護費の支給後に孤独死をされていたこ

とが判明しました。約１カ月分の保護費の返還が必要となりました。その後、推定

相続人にその保護費の返還を求めておりましたが、相続人全員が相続を放棄されま

したことによりまして、債務者が存在しない状況となっております。そのため、弁

済の見込みがないことから、債権を放棄するものとなったものでございます。 

  以上、２点の御説明とさせていただきます。 
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○榧橋委員長 はい、ありがとうございました。 

  部長の説明をいただきましたが、委員の皆様から意見ございましたら、お願いい

たします。 

  まず、第53号議案のほうからお願いいたします。 

  大畑委員。 

○大畑委員 久しぶりに何か介護保険のことで何か、介護保険者にとって有利なよう

な改正かなというふうに見たんですけれども、譲渡所得の関係、何かその、どうい

うんですか、被保険者本人の譲渡所得に限られるわけですか。その世帯で考えてい

くようになるのか、その辺、ちょっとわからないので、質問の意味がわかりますか。  

  ひとり暮らしの高齢者の方なんかだったら、そういう方がその土地を譲渡される

場合なんかだったら、その人本人だろうと思うんですけれども、世帯主がその契約

の相手方になった場合に、要介護者をその世帯が抱えている場合、そういうときに

はどういうふうな扱い方になるのか、ちょっとわからなかったんで、教えていただ

きたいんですけれども。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 計算のほうは一人一人なんですが、その世帯の状況も勘案して

決められるということです。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 世帯の状況も勘案してという意味、ちょっとわかりにくいんですが。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 ちょっと後で調べて。済みません。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 介護保険を受けている人にとって、その有利になるような改正かなとい

うふうにはとらえたんですけれども、この特別控除の額等を勘案することとすると

いうことで、対象となる人たちは宍粟市にはどのぐらいおられるようになるのかな

と思ったんですが、教えてください。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 対象となる人数については、ちょっと把握できないんですけれ

ども、この有利になるかどうかというところについては、長期譲渡所得、短期譲渡

所得なんかがあって、費用が一時的にふえるという方なんかは、保険料がそれで上

がった分でみられますので、その分を控除するということは、有利に働くと思いま

す。 
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  それと、制度の改正のところなんですが、この譲渡所得の分と、もう１点ありま

して、資料の２ページになりますけれども、２番のところで、公的年金等にかかる

雑所得を控除する見直しということもあって、この部分については、１月１日時点

で64歳の方と65歳以上の方では、同じ年金であっても控除する額が違うというよう

なところが是正されたというところで、この部分についても有利に働くような改正

になっております。 

○榧橋委員長 山下委員、いいですか。 

  ほかはいかがですか。ありますか。 

  神吉委員。 

○神吉委員 ちょっとお尋ねしておきたい。 

  済みません。基本的なところなんで、何を言うとんやと言われるかもしれません。 

  所得がふえることによってという、先ほどの答弁の内容で聞かせていただいて、

この問題の内容をちょっと理解、勘違いしておったんですけれども、勘違いしてい

るようなので、もう一度確認させてもらいたいのは、この所得がふえることによっ

て保険料がふえると、介護保険料はそれに伴って安くなる、高くなる。どちらを言

われたのかわからないのと、所得がふえることによって、介護保険料の掛け金が下

がるということですか。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 今回の見直しにつきましては、高額、ちょっと待ってください

ね。自己負担割合等及び高額介護のサービス費の判定基準のところだったんですが、

同内容で保険料については、この４月１日から同じような改正が行われたところで

す。保険料について言いますと、その所得が上がると、その段階にもよるんですが、

所得が上がるとその基準によって上がるということです。 

○榧橋委員長 神吉委員。 

○神吉委員 もう一度確認させてください。 

  所得が上がることによって、保険料が上がる、すなわち介護保険料も上がる、こ

れでよろしいですか。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 保険料につきましては、この春から11段階設定させていただい

ておりますけれども、例えば第５段階でしたら、本人が市町村税非課税、世帯に課

税者がいる、かつ本人年金収入、合計所得金額何万円、80万円超えというようなこ

とがあるので、そういうような基準ごとに算定はされると。 
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○榧橋委員長 林委員。 

○林委員 ちょっと確認するのやけど、年金のところで、今まではこの年金控除とい

うのが、所得金額のところの部分で差し引かれとらん部分を、譲渡所得と同じよう

な感じで、それは控除されておらなんだということか、それとも、１月１日時点で

64歳と65歳が年金控除の額に差があるで、65歳と同じ控除をしますというのか、端

的に言うたらどういうことなんじゃ。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 資料２ページの下から３行目になりますけれども、これまでは

公的年金等の収入金額に合計所得金額、この合計所得金額というのは、年金収入額

から控除額を引いた額になるんですが、この二つを加えていた額で算定をされてお

ったんですが、今回の改正によりまして、それではちょっと１月１日時点での64歳

と65歳以上の方で、年金収入が同じであれば、ちょっと不公平が出てしまうという

ことがあったので、先ほどの額から年金収入にかかる所得を控除する、言ったら、

年金を控除するというところで、どちらに、年金収入にかかる額を控除するので、

１月１日時点で64歳であっても、65歳であっても、もうそれは影響しないというよ

うな改正です。 

○榧橋委員長 林委員。 

○林委員 ちょっとわかりにくいんやけど、そしたら、年金収入はもう頭から計算に

入れんということ。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 年金の所得を加味しないと。ちょっと。 

○榧橋委員長 有元副課長。 

○有元介護福祉課副課長兼介護保険係長兼地域包括支援センター所長 これまでは、

年金収入と年金所得を足して計算しよったんです。年金の収入と年金所得。年金所

得っていったら、普通の80万円ぐらいの国民年金の人は所得が発生してこないんで

すよ。ただ、200万円ぐらい収入、年金もらいよって人は、64歳と65歳の差で、65

歳以上だったら120万円控除があるので、200万円もらいよっちゃったら、80万円所

得が発生してくるんです。だから、それを計算の基礎とする場合は、200万円と80

万円を足していたんですよ、これまでは。でも今回の改正で、その所得の部分、80

万円はもう足しませんよという改正をしました。これまでは、年金収入と年金所得

じゃなくて、その他の所得もあるんですけれども、年金収入とその他の所得を足し

て計算していたのを、年金の部分にかかる所得は、もう足しませんよという改正で
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す。そうですね。 

  だから、64歳、64歳までの控除は70万円なんだけれども、65歳以上の人の年金の

所得を計算するときの控除は120万円なので、そこで差が発生、所得を入れちゃう

と、そこに差が発生してくるんですね。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 そういうことはありながら、そもそも何でこれまでこうなっとったんか

というと、65歳から年金が満額支給じゃないですか。64歳までは違うでしょう。そ

こにそれだけの差があって、合理的だという判断だったんじゃないかなというふう

に思うんですね。64歳までの人は、２号被保険者じゃないですか。65歳から１にな

るんです。そこにも、保険料についての違いがあるんやから、そこが合理的だった

というふうな解釈が、なぜそういうふうに変わっていって、今回これが正しいとい

う解釈になるのか、よくわからん。 

○榧橋委員長 有元副課長。 

○有元介護福祉課副課長兼介護保険係長兼地域包括支援センター所長 これまで、医

療保険なんかも一緒なんですけれども、医療にならえというか、もうそういう全部

高額の計算とかいうのはそうなってるんです。介護にかかわらず。 

○榧橋委員長 難しいな。もうよろしいですか。図みたいなの。 

  林委員。 

○浅田副委員長 所得が、例えば今までのＡは年金収入、Ｂはその他の所得も含めた

年金収入を含めた所得Ｂとか、そういうふうな図にしといて。１月１日時点での差

がこうあったのをどう解消するかというのを、ちょっと図にしてもらったらわかり

やすいかなと。 

○榧橋委員長 そうですね。よろしいですか。図にね。ちょっとわかりにくいので、

図に。ここまではこうだという。 

○浅田副委員長 政令改正の部分だから、これは、言うてはったように、健康保険、

保険のいわゆる判定基準のとこだけのことやからね。どうのこうの言うところでは

ないと思う。それぞれ各委員さんの理解、私も含めて、理解をするということ。 

○榧橋委員長 理解度がちょっといろいろ。申しわけないですけど、それあると。言

葉だけだとちょっとわかりにくいので。大丈夫ですか。 

  大畑委員。 

○大畑委員 それをお願いするということで。施行期日が８月１日ということは、来

年度の１月１日が基準となるのか。１のほうで言えば、ことしの８月１日以降の譲



－12－ 

渡所得が対象になっているという考え方ですか。 

○榧橋委員長 小椋介護福祉課長。 

○小椋介護福祉課長 施行期日がことしの８月１日なんで、平成30年の１月１日を基

準で判定する。 

○榧橋委員長 ことしの８月から施行するということですね。 

 有元副課長。 

○有元介護福祉課副課長兼介護保険係長兼地域包括支援センター所長 高額とかのそ

の見直しが８月１日からになっています。所得自体は１月１日時点が基準なので、

それをもとに、８月１日から改正した分で計算を行います。 

○榧橋委員長 で、いいですかね。 

○浅田副委員長 ８月１日ということは、８月施行ということは、８月サービス分か

らということなのか、いやいや、今、６月、７月のサービスの、じゃないでしょ。

その８月１日の施行という意味合いだけ、答えてもらったら。 

○榧橋委員長 有元副課長。 

○有元介護福祉課副課長兼介護保険係長兼地域包括支援センター所長 高額の算定と

いうのは、スパンが８月スタートの７月末終わりなんです、１年間の。７月１日と

いうか、８月１日時点で今だったら、平成30年所得を取り込んで計算します。その

平成30年の所得を取り込む際に、このルールに基づいて取り込みします。 

○榧橋委員長 この53号議案、いいですか。 

 では、第61号議案にまいります。 

 大畑委員。 

○大畑委員 今回のその戻入される生活保護費というのを、内容についてもう少し説

明していただきたい。どういう状態で戻入というのが生じたのか。わかりますでし

ょうか。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 今回の放棄する債権の額を９万9,360円。これにつきま

しては、生活保護の生活扶助と生活費に相当する生活扶助と、住宅費に相当する住

宅扶助、合わさったものが９万9,360円です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 戻入というものが発生したのは、なぜなんでしょうかということ。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 議案の４のところに、債務者の死亡により生じた生活保
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護費戻入金ということで、この方がお亡くなりになられました。この方は、以前か

ら生活保護受給の対象者でありました。ちょっと話が長いんですけれども。そして、

１月分の生活保護費は定例日であります１月５日に支給、口座のほうに入金をして

おります。そして、この方、お亡くなりになったということ、発見をしたのが１月

の末日、31日でありました。亡くなられたときに、医師等の立ち会いはありません

でしたので、亡くなられた日時というのを警察、医療機関等の診断といいますか、

判断がありまして、その方が亡くなられたのは、平成29年の12月末に亡くなられた

ということで、死亡の判断をされました。 

  １月５日の日に口座のほうに入金を、こちらのほうの事務手続を通常の事務手続

の中で給付をしておりましたが、そのときには死亡のときの立会人はなかったんで

すけれども、あとの検証等により、12月末に亡くなられたということで判断をされ

ましたので、１月分の生活保護費について戻入するということになりまして、今回、

戻入の手続の中で、推定相続人が放棄をされましたので、今回の議案の上程となっ

ております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 そしたら、実際の死亡以降に払っていたものを返していただくんだとい

うことなのかもわからないんですけれども、この委員会資料の８ページに、生活保

護費用の返還、63条と78条のことが書いてあって、その下にこの戻入金という欄が

あるんですけれども、三つ目に米印で。本来は、僕もよくわからんのだけど、63条

と78条以外にはないんじゃないかなというふうに思うんですけれども、これ、どち

らかに該当するんじゃないかと思うんですけれども。これから言うと、その今のお

話から言うと、不正受給には当たらないので、63条の返還になるのかどうか、ちょ

っとその辺を教えてください。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 今回のこの議案の方の件につきましては、63条に当たり

ません。また、78条にも当たりません。生活保護費戻入金ということで、その生前

において、この方の場合は亡くなられた後の生活保護費の給付でありますので、63

条、78条の項目には該当せず、戻入金として、対象の方から返還、戻入していただ

くという処理をとらせていただいております。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 それは何条に基づいて。 
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○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 その生活保護費戻入金というのは、ちょっと今すぐ条例

が申し上げられなくて申しわけないんですけれども、その63条といいますのは、ま

たちょっと委員会の資料と話がちょっとつながってしまうんですけれども、63条と

いうのは、委員会の資料の中で上げておりますように、委員会の資料をごらんいた

だきまして、下の枠囲みをしておりますけれども、63条というのは、資力がありな

がら保護を受けた場合の費用の返還。いろんな場合があるんですけれども、例えば

生活保護の受給者であったんですけれども、その生活保護の受給者中に、例えばな

んですけれども、保険の満期が出たとか、そういう場合が、このケースに相当しま

す。また、年金の受給権が、生活保護手続のときには本人もちょっと覚えてなくて、

急いで生活保護の手当をし、生活を支援することの手続をしながら、年金のほうの

調査を、ケースワーカーとともに本人の承諾のもとで行ったら、年金の受給権があ

り、年金をその方が受け取る資格があり、生活保護中に年金を受け取ったというよ

うな場合は、この63条に該当します。 

  あと、78条というのは、この被保護者、生活保護の受給者が、ここに書いてあり

ますように、その年金及び保険の満戻金などがあるんですけれども、それをケース

ワーカー等に秘匿して、故意にこれを隠して偽りの申告をした中、生活保護を受給

しながらこの別収入として隠し持つと、そういう場合には、費用の不正受給という

ことで、費用の徴収をするということが78条で決まっております。 

  同じく相手からお金を返してもらうんですけれども、63条というのは、その本人

の意思のもと、返還していただく。78条というのは、徴収金という言葉があります

ように、これは相手から徴収すると。 

  そしてその最後に、戻入金というのがありますけれども、これは生活保護の廃止、

変更等に伴い、支給済みの保護費に過払いが生じたことによる返納金、世帯数の、

例えば同居者の人数の変更とか、家族の進級による、学年の上がってくることによ

る変更とか、そういうものがあった場合に戻入金としていただく。 

  ちょっと今、条例については、すぐちょっと何条というのはお答えできないんで

すけれども、これは明確に分かれております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 要するに今回のケースは、保護の廃止であったものを、それがわからな

くて支給していたと、だから戻してもらうんだと、廃止以降の分を。それはその生
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活保護法の中の何条にそういうことは規定されていると僕は思うんやけど、この上

二つは63条、78条できちっと条文があって、戻入金のところは条文の根拠が書いて

ないので、何かなということ。ここちょっと、僕はわからないので、ここを聞きた

いんですけれども。今回該当するところの条文だけ、何で根拠がないのかという話

なんです。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 戻入金につきまして、ちょっと条文の記載がなく、申し

わけありません。条文のほうは、ちょっと今、条例集を持っておりませんので、す

ぐお答えできないんですけれども、また調べまして、お答えをさせていただきたい

と思います。済みません。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 例えばその支給していて、途中で亡くなられる場合があります。そうい

う場合にも戻入。その要するに１カ月間、存命じゃなければ、特に月の中ぐらいに

亡くなられた場合は、あとのそこは廃止になって、残りの分は返還、返還じゃない

わ、戻入というふうにするんですか。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 生活保護費は月ごとに支給がありますので、途中で亡く

なられた場合には、その日割りでもって戻入をしていただくことになります。今回

の場合は、１月分を支給し、１月５日に支給しておるんですけれども、推定で死亡

された日が12月の末日ということになりましたので、１カ月分の戻入ということに

なります。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 条文また教えてくださいね。 

  ここの78条のとこね。ここ、資料で、３行目に、その徴収額の40％の額以下の金

額が徴収されると書いてあるんやけど、その全部または一部徴収されるほか、これ

はちょっとこういう書き方ではわからん。上乗せですよね、これは。加算をされる

んですよね。だから、徴収する額に40％を乗じて金額を徴収するというふうにした

ほうがいいんじゃないですか。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 おっしゃられる部分を、また委員が言われる、今、解説

のことは、そのとおりであります。徴収の額に上乗せしてといいますか、新たにそ
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れとは別に、40％の額を徴収するということが、法律の78条の中で決まっておりま

す。 

  その記載の仕方なんですけれども、条例等に生活保護法の78条にその旨、書いて

あるんですけれども、100分の40を乗じて得た額以下の金額を徴収することができ

るというふうに、条文上、その記載があるんですけれども、今回、資料の分につき

ましては、第一法規さんが「保護のてびき」という本を出版されておられまして、

その中の抜粋として書かせていただいております。法78条の説明として、この記載

がありましたので、この戻入の記載の抜粋ということで書かせていただいているこ

とを御了承いただきたいと思います。内容につきましては、今、大畑委員がおっし

ゃられたとおりのことです。 

  以上です。 

○榧橋委員長 林委員。 

○林委員 この死亡の確認やけど、死亡されたらその親族の方、この人は親族の方が

おられて、死亡届を出されに来られると思うんやけどね。その場合に、もうその市

民課の窓口から担当へは、いつごろその届けが出たのが回ってくるんや。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 一般的になんですけれども、亡くなられた場合につきま

しては、この市民課のほうから、そのグループウエア上のネットがありまして、そ

の中で一斉にわかるようになっております。ただ、この方の場合、この議案の方の

場合は、残念ながらその死亡時に誰も立ち会う人がいなかったので、１月末にその

死亡しておるという現実がわかり、そしてその診断の結果、12月の末に死亡された

であろうという診断結果をいただきましたので、１カ月ということになっておりま

す。通常は、亡くなられてから何日ということではないんですけれども、すぐにわ

かることになっており、その場合、ケースワーカーがその保護対象者の御家族の方

と出会い、今後のことについて、対応をしております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 林委員。 

○林委員 この１カ月後にわかったというのはええんやけどね。問題はこの相続人が

放棄しとるわね、相続放棄。僕は、死亡した時点では、まだ放棄しとらんと思うの

や。大体２カ月以内かやね。手続せえという話やで。死亡した、届けが出てじきわ

かるんやったら、そのときやったら、まだ放棄しとらんで、請求できるはずなんや

けどね。これは、ほったらかしにしとったということやな。そんなら、じきわかっ
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て、１カ月にわかっとっても。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 この亡くなられた方が、１月末に死亡の事実がわかりま

して、その後、その死亡日をいつかということで、警察及び医療機関による診断及

びその判定に日数がかかっております。また、その後、その推定相続人とされる方

と、ケースワーカーと連絡をとりまして、この方の債権が発生、宍粟市にとっては

債権があり、その方にとっては債務があるわけなんですけれども、１カ月分の債権

があります。それも、死亡日には、いつ亡くなられたということがわかりませんの

で、いつ亡くなられたということの検死等の結果、いつ亡くなられたので、幾ばく

かの、幾らの債権がありますということが確定した中で、御本人、家族の方にその

分について相続をされ、宍粟市のほうに戻入していただきますかというような中で、

２月の23日に相続放棄の受理の通知書を裁判所のほうから正式に発せられておりま

すので、それ以降の手続で、今回、議案としてさせていただいております。 

○榧橋委員長 林委員。 

○林委員 いや、そういうことを言いよるんじゃなしに、わかったとき、死亡がわか

って、そういう戻入金が発生するというのは、死亡がわかったときにわかるはずや

でね。１月末にわかっとるわけやで。２月23日までの間に、その親族に話ができと

ったはずなんや。それがごっつい額やったら、それはもう放棄します言うてかもわ

からんけども、10万円ぐらいやったら、そのときに早う言うとったら、払ってもら

えとった可能性があれへんかと思って、ちょっと質問しよるんやけど。 

○榧橋委員長 世良部長。 

○世良健康福祉部長 この方、１月なんですが、橋本次長はこの４月にかわってきて

おりますので。この方、お亡くなりになったということがわかった時点で、こちら

で把握しております親族の方に連絡をさせていただきましたが、まず、死亡届の署

名すらしていただけないような状況でした。そして、火葬についても、親族の方の

立ち会いなしで、ケースワーカーのほうが立ち会いをさせていただくような状況で

した。そういう中で、この債権の話もさせていただいても、まあ、もう全く対応し

ていただけないような状況。今、林委員のほうからそういう御指摘あったんですが、

職員のほうは、そこはもう速やかに事務、しかるべき手続はとらせていただきまし

たが、そういう状況で、葬儀また火葬の手続すら、親族の方がかかわっていただけ

ないような状況での対応で、私はこれはもう最善の対応をさせていただいておった

と、このように判断しております。 



－18－ 

○榧橋委員長 林委員。 

○林委員 説明のときに、そういう説明されとったら問題なかったんやけど、今度か

らもしこういうケースがあったら、やっぱりそういう詳しい説明してほしいなと思

います。 

○榧橋委員長 はい、どうですか。 

  橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 議案書のほうには、議案書でありますので、このとおり

とさせていただいております。またこのこういうケースというのは、なかなかない

ケースかもしれませんが、また委員長等とも相談させていただきながら、提出資料

につきましては、個人情報等もありますので、また調整をし、説明ですね。また説

明をさせていただきます。 

○榧橋委員長 本日のこの説明のときに。第61号のときに、こうこうって言っていた

だいたら、よりわかったのかなとおっしゃっています。 

○橋本次長兼社会福祉課長 わかりました。努力いたします。済みませんでした。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 今回、この生活扶助と住宅扶助、９万9,360円を債権放棄ということで、

議案が出てきているんですが、こういったこのケースで、債権放棄に至るまで、ど

のようなかかわり、あるいはどのような福祉的支援を持ってこられたのかなという

のが気になるので、教えてください。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 この方につきましては、ケースワーカーによる訪問も定

例的に、また本人との接触もほぼ毎月といっていいほど行っておりました。12月に

も接触し、お話しし、本人さんも市役所に来庁されるというような状況でありまし

た。そのような中、１月の保護費の給付の中、１月の末ごろにちょっとその方を見

かけないんだという不動産主のほうから連絡があり、ケースワーカーのほうが対応

し、この事実が残念ながらわかり、警察及び医療機関のお世話になり、死亡日のほ

の判定というふうに至っております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 一月に１回はそのケースワーカーさんが支援してくださっていた方とい

うことなんですけれども、その亡くなられてからちょっと間があいているように感

じられるんですが、その間の接触というのは、無理だったんでしょうか。 
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○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 具体的な期日になるんですけれども、12月15日にも御本

人が来庁され、１月のその中の生活指導等もし、生活状況も聞き、した上で、１月

５日の保護費の給付をさせていただいております。その給付に当たっても、特別、

体の支障等があり、また医療機関へ重篤な状況でかかっておるという状況ではあり

ませんでしたので、またその２月になりましたら、ケースワーカー等、通常の中で

生活確認等を行う予定であったものが、１月の末に連絡を受けということで、日々、

保護受給者への生活安全及び生活指導については、細心の注意を払う必要がありま

すけれども、今回、残念ながらこのようなことになったこと、それぞれ担当職員、

認知しておりますので、健康な方であった、あるとしても、そういう危機、そうい

う状況をいつもはらんでおるんだなということで、それ以降に当たりましても、業

務のほうに当たっております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 ケースワーカーの人たちが本当に一生懸命頑張っておられるのはよく理

解しているわけなんですけれども、やはりこういったケースの方が今後ふえていく、

社会的にも非常にふえておりますので、私はやはり、このような状況の中では、福

祉的な、直接的に個別に援助をしてくださる職員の方の増員ということを考えてい

く必要というのは本当にあると思いますので、そのあたり、考えてもらいたいなと

思います。 

○榧橋委員長 世良部長。 

○世良健康福祉部長 今回のこの方の例をとって、今、そういうお話をしていただい

ていると思うんですが、ただいま次長のほうも申しましたように、12月の中ごろ、

本人と面会をした後でのこういうことだったんですが、やはり生活保護を受けられ

ておる方についても、ケースワーカーが定期的に面会させていただいておるんです

が、それはその方々の状況に応じて、面会の期間も設けておりますので、この方に

ついては、短期間、短いスパンで様子を見たほうがいいなという方については、そ

のように判断して対応させていただいておりますので、現在の対応状況には問題が

ないと、このように考えております。独自のというのはなかなか難しいので、今の

やり方で、できるだけその生活保護受給者の方に沿った対面、面会、今後も続けて

いきたいと、このように考えます。 

○榧橋委員長 山下委員。 
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○山下委員 わからなくなったのでお尋ねしたいんですけれども、その生活保護を受

けておられる方で、生活保護担当のケースワーカーさんがおられるのと、それとや

っぱり、何らかの支援が必要だということで、それに対する福祉的な関係をしてく

ださる職員の方とが必要だと思うんですけれども、そのあたりはどのようになって

いるんですか。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 生活保護対象者の方も、健康状態及び家族状態、さまざ

まなケースがありまして、これを定番としておることではないんですけれども、そ

の例えば体調等の健康上の課題であったり、持病等を抱えておられる方については、

保健師、また市民局の保健師、また介護福祉課の職員等、時により同行し、情報も

共有しながら、それぞれの方が安全にまた生活していただけるように、対応をして

おります。必ずしも、生活保護のケースワーカーのみで、その方の生活安全を見守

っておるという状況ではないということで、申し上げます。 

  以上です。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 この方の場合はどうだったんですか。 

○榧橋委員長 橋本次長。 

○橋本次長兼社会福祉課長 この方については、体調も特段の苦情といいますか、不

良等も訴えておられませんでしたので、ケースワーカーが定期的に訪問し、12月の

来所の折にも話をし、そのときにはお別れしております。次のことについても、ま

た、ケースワーカーもまた対象となる方も、次の訪問があり、その中で健康指導と

いいますか、生活指導を受ける、または生活指導があるということで、通常のお別

れをしております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 いろいろな事情があって、こういう結果になったということはわかるん

ですけれども、でもその生活保護担当のケースワーカーさんだけじゃなくて、やは

りその生活保護を受けておられる方というのは、何らかの生きづらさを持っておら

れると思うので、やはり生活保護担当のケースワーカーさんも、専門的な知識を持

っておられるとは思うんですけれども、やはりその保健師さんとか、精神保健福祉

士さんとか、専門的な方にかかわってもらう必要があるというのか、そういう必要

性を。 
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○榧橋委員長 事案じゃない。 

○山下委員 そうですね。そういうことなんで、今回のような債権放棄に至ったその

理由というのを、しっかりと納得したかったのでお尋ねしたわけなんですけれども、

またこういった福祉的なことを質問させていただきたいと思うので、お願いします。  

○榧橋委員長 いいですか。 

  この61号議案に対しては、よろしいでしょうか。 

  じゃ、次にまいりますね。 

  その他の報告事項のほうに移らせていただきます。 

 

【継続調査及び報告事項を実施】 

 

○榧橋委員長 それでは、どうもありがとうございました。 

  健康福祉部の審査をこれで終了いたします。御苦労さまでした。ありがとうござ

いました。 

  暫時休憩いたしまして、45分に再開いたします。 

     午前１０時３８分休憩 

                                       

     午前１０時４８分再開 

○榧橋委員長 皆様、おはようございます。 

  それではただいまより、市民生活部の審査を行ってまいりたいと思います。 

  それでは、46号、47号、48号、51号、52号の審査に移るわけですけれども、説明

のほう、わかりやすくお願いしたいと思っております。よろしくお願いいたします。  

  46、47、とりあえず二つの議題をちょっと説明していただけますか。 

  梶原課長。 

○梶原税務課長 失礼します。 

  それでは、46号議案のほうから説明させていただきます。 

  宍粟市税条例の一部を改正する条例の専決処分でございます。 

  まず、第52条のほうから、済みません。その前に、主な改正部分としております

ので、御了承ください。 

  52条の分についてですけれども、法人の市民税にかかる延滞金の計算方法、期間

の見直しを行っております。これにつきましては、まず法人税の申告期限を延長し

た場合におきまして、申告後、減額更正を行い、その後、増額更正を行った場合に
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ついて、延滞金が発生するんですけれども、この場合の延滞金の計算期間を変更す

るような改正が行われております。結果としましては、延滞金の計算する期間が短

くなるということになっております。 

  続きまして、附則の10条の３のほうを説明いたします。 

  新築住宅にかかる税額の減額措置の期間延長となっております。これにつきまし

ては、現行の制度をそのまま２年間延長するものでございます。 

  それから、バリアフリー改修を行った実演芸術施設にかかる固定資産税の減免の

規定を受けようとするものがすべき申告の規定を新設しております。これにつきま

しては、特別特定建築物というものがありまして、法令で言いますと、高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律というもので規定されたものを言いま

す。具体的には、劇場ですとか、音楽堂等の施設のバリアフリー化促進のための特

例措置とされております。これにつきましては、平成30年から31年度までに改修を

行った場合について、固定資産税と都市計画税の３分の１を減免するということに

なっております。 

  それから、附則の11条、11条の２、12条、13条、それから15条に関係する部分で

ありまして、固定資産税にかかる負担調整措置の期間延長について、説明いたしま

す。これにつきましては、４ページをごらんいただきたいと思います。 

  宅地の負担水準を全国一律にするために、負担調整措置というものが行われてお

ります。平成９年度の評価替えから行われておりまして、税負担の重たいものにつ

いては下げていくということと、あと、負担水準の低いものについては、少しずつ

上げていくというような措置が行われております。 

  右側の図でごらんいただきたいと思うんですけれども、右側の図の左側の四角の

ほう、見ていただきまして、真ん中のところに丸があるんですけれども、これを前

年の課税標準額としますと、これに対して５％の加算がされまして、次の年度の課

税標準が決まるということになっております。 

  このように少しずつ上がりまして、100％になりましたら、そこでとまるような

感じになっております。逆に、100％よりも上のところから始まりますと、次の年

は100％になるということになっております。 

  宍粟市は余りないかと思うんですけれども、20％以下のところから急激に、次の

年の課税標準額が上がるような場合ですと、本来の課税標準額の20％のところまで

急激に上がるような措置となっております。 

  これが現在まで続いておりまして、宍粟市では、評価額が下がる傾向が続いてお
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りますので、おおむね本来の課税標準額のところに近づいておるんですけれども、

現在も下がり続けておりますので、評価額の下げに合わせた課税標準額の調整とい

うことで、本年度以降も引き続き、負担調整という措置を継続したいと考えており

ます。 

  負担措置については以上の説明になります。 

  それから、１ページのほうへ戻っていただきまして、47号議案のほうを説明させ

ていただきます。 

  これについては、税条例のほうと同じになります。 

  それから、続きまして、附則７、８、９、10、11、12についても、先ほどの説明

と同じになります。 

  それから、第48号議案のほうについて、説明。 

  46号議案のほうで説明のほうが漏れておりましたので、追加させていただきます。 

  ここには書いていないんですけれども、論点整理のほうで御質問がありました点

について、第82条のところなんですけれども、軽自動車税が2,400円から3,600円に

上がっているところがあるんですけれども、これにつきましては、具体的にスノー

モービルが該当しておりまして、これについては、宍粟市では対象となる車両がな

いんですけれども、そのような事情で、これまで条例改正を見送っておったんです

けれども、地方税法と整合性を保つために、今回改正を行わせていただくことにな

りました。現在、新車で該当する車両を販売されていないようでして、これについ

ては、他市町から中古で購入された場合、初めて該当するのではないかというふう

に考えております。 

  済みません。47号議案を飛ばさせていただいて、48号議案のほうに。 

  説明は以上になります。 

○榧橋委員長 はい、ありがとうございます。 

  じゃあこの46号、47号議案、今、説明をいただきました。これに対しまして、質

問ございましたらお願いしたいと思いますが。 

  大畑委員。46号議案で。47と。お願いいたします。 

○大畑委員 本会議で質問して、あと委員会で出してくださいといったのが、この３

ページの資料ですよね。これで、大体わかりました。 

  ちょっとわかりにくいのが、この宅地の負担調整のところなんです。ざくっとし

た話になるんですけれども、評価替えのときに、今おっしゃったように、宍粟市の

場合、地価全体が下落傾向にあるということなんですけれども、この負担調整をそ
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のまま延長していくということになると、下落しているのに、一定の水準が保たれ

てしまうという、いわゆる負担する側からいったら、負担が軽減にならないという

ふうに解釈してしまっていいのか、その辺、ちょっと説明をいただきたいんですが。  

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 負担水準といいますのが、おおむね今、地価の公示価格の７割ぐら

いになるように近づける目標としておりまして、宍粟市では、先ほど言いましたよ

うに、それに近づいております。その状況で地価が下がりますと、負担調整率が７

割を超えるようなことになって、実際は、見た目は上がるんですけれども、地価が

落ちていますので、７割に落としていくような措置を講じるというのが、この負担

調整措置になりまして、ちょっとイメージされにくいのかもしれませんけれども実

際は下がると思っていただいたら結構かと思います。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 それともう一つは、スノーモービルのお話をされていましたが、これは

該当がないというふうに言われていました。今、スキー場ぐらいしか関係ないのか

なと思うんですけれども、スノーモービルは全然導入されていないんですか、現在。  

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 実態は、もしかしたらスキー場とかにあるかもしれないんですけれ

ども、登録が軽自動車協会で姫路のほうになりますので、そこから登録しましたよ

という通知が宍粟市のほうにくるようになりますので、普通の軽自動車と同じにな

りますので、登録を宍粟市のほうにされに来られるわけではないので、実態はちょ

っと把握できない状況になります。 

  以上です。 

○榧橋委員長 平瀬部長。 

○平瀬市民生活部長 今、担当課長が申しましたように、陸運局への登録、つまり、

軽自動車税と同じような格好になりますので、その登録された後には、宍粟市のほ

うにその登録しましたよという連絡が入るようになるんですけれども、今のところ

そういう連絡が入っておりませんので、登録台数がないということでございますけ

れども、千種高原のほうに、スノーモービルは３台ほどあるというふうに聞いてお

るんですけれども、全て規格以下の排気量というんですか、そういうものでありま

して、登録が不要だということは聞いております。 

○榧橋委員長 大畑委員。 
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○大畑委員 公道を走らなくても、課税の対象になるんですか、これは。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 トラクターも同じなんですけれども、基本的には公道を走ってはい

けないということになっております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 神吉委員。 

○神吉委員 全然話が変わるんですが、変わってはいけないんですね。スノーモービ

ルなんですけどね。スノーモービル。そこも聞きたかったんです。今、ちょっと覚

えているうちに。スノーモービルは、登録がされていないということは、保険も入

れないような感じだと思うんですが、施設内の保険でカバーされているから安全だ

と、安心だと思っていていいんですよね。近くをスノーモービルが通ったら、危険

だと思う感じがしてしまったんですけれども、登録されていないということは。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 何て言いますか、民有地といいますか、その中で、個人の判断で運

行されているものだと思っておりますので、トラクターであれば、登録がないと保

険に入れないとかいうことになっていると思うんですけれども、その保険会社がど

のような適用をされているのかというのは、そこまでは把握できていないです。 

  以上です。 

○榧橋委員長 神吉委員。 

○神吉委員 固定資産税のほうのことをお尋ねさせてもらいたいんですけれども、先

ほどの土地の評価額が下がってきているので、課税率をさわらないと、その課税率

がどんどん上がってしまう、だから率を下げることによって適正な数字にしていく

ということのように聞こえてきたんですけれども、それによって、もちろん評価額

が下がってきている、税率が変わるということは、課税金額も下がってくるという

ことでいいですか。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 お見込みのとおりで、税額も下がっていきます。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 このバリアフリー改修を行った実演芸術施設に対する固定資産税の減免

あるいは都市計画税の減免なんですけれども、例えばこれは、文化会館等で内容が

障害者、高齢者等となっているんですけれども、例えばこの「等」の部分が当たる

かどうかなんですけれども、例えばその文化会館の親子室がちょっと非常に狭いの
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で、これを改修するとかいうような場合も、この減免の規定に該当するのかどうか、

教えてください。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 文化会館は課税されておりませんので、対象にはならないと思うん

ですけれども、同じような施設で、その子どもに関するような改修があれば、対象

になる可能性があると思います。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 もう１回だけ聞かせてください。負担調整の話。 

  要は、評価替えのときに、負担水準が普通の評価の70％水準にあると。実際の下

落によって、それが70％を超えている結果になると。75ぐらいになると。それをも

う１回、70に戻すために、戻すというか、70水準にするためにという話ですけれど

も、それは下落した価格の70ということですね。もともとの70ということやなしに。

実際の時価相場にあって、本来の評価水準をキープするために、この調整措置があ

るということなんやけど、どういうふうにその調整をするのか、そのことを僕が聞

かんでもええかもわからんけど、75ぐらいあるやつを70ぐらいに収れんさせていく

といったら、どないしていくんですか。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 ４ページの図のところになるんですけれども、右側のところに、以

下のいずれかの低い額が本年度の課税標準額というところで、１と２があるんです

けれども、下落している場合は、１番の本来の課税標準額というところになります。

それで、幾ら落ちていても、一律課税標準額に、100％のところになりまして、評

価額から見れば、７割のところに収れんしていくということになります。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 都市計画税との関連なんですけれども、都市計画税のほうは、対象がそ

の市街化区域農地について、そういうふうにというふうに書いてあって、普通、そ

の都市部のほうに行ったら、市街化区域の中の農地というのは宅地並み課税になっ

て、非常に高いわけですけれども、宍粟市の場合は、宅地並み課税の対象にはなっ

ていないと思うんですね。固定資産税の場合。その辺について、今回の改正では何

か影響が出ているんでしょうか。 

○榧橋委員長 梶原課長。 
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○梶原税務課長 改正自体はしておるんですけれども、評価自体を見直していないと、

据え置きの状態になっていますので、実際の率は変更しないということで、税額自

体は同じになります。 

  以上です。 

○榧橋委員長 いいですか。皆様いいですか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 48号議案にまいります。 

  説明のほうをお願いいたします。 

  梶原課長。 

○梶原税務課長 それでは、48号議案について、説明させていただきます。 

  まず、第２条の第１項のところです。 

  これにつきましては、国保制度の改正に伴いまして、兵庫県が財政運営の主体に

なるということに関しまして改正を行っております。具体的には、基礎課税額と後

期高齢者支援金等課税額、それから、介護納付金課税額という言葉の定義をしてい

るだけとなっております。 

  それから、第２条第２項ですけれども、課税限度額の引き上げが54万円から58万

円になっております。これについては、２ページの図１をごらんいただきたいと思

うんですけれども、今回、課税標準額が上がることによりまして、右側の保険税が

増加する世帯というところがふえております。ここの対象となる世帯が、131世帯

となっております。影響額なんですけれども、単純な計算しかできないんですけれ

ども、４万円上がりますので、131×４ということで、524万円と見込んでおります。  

  それから、逆に保険税が減少する世帯が出てきます。それが、左側の三角形の部

分になります。こちらなんですけれども、こちらも見込みですけれども、約2,500

世帯いるとすれば、１世帯当たり524÷2,500ということで、約2,000円になるのか

なというふうに見込んでおります。 

  １ページのほうに戻りまして、第16条で、減額措置にかかる軽減判定の所得基準

額を見直しております。２割軽減については、33万円＋49万円×被保険者数であっ

たところを、30万円×50万円×被保険者数としております。同じように、５割軽減

についても、30万円＋27万円×被保険者数のところを、33万円×27万 5,000円×被

保険者数としております。 

  これについては、２ページの図２のほうを見ていただきたいんですけれども、２

割軽減と５割軽減の右端のその判断する基準のところが右にいくようなイメージを
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していただければなと思います。 

  影響を受ける対象者の数なんですけれども、５割軽減のほうが12世帯、２割軽減

のほうが12世帯と見込んでおります。仮に、５人世帯としました場合、５割軽減で

あれば８万1,000円、２割軽減では約５万4,000円軽減されると見込んでおります。

あくまでも５人世帯とした場合なんですけれども、単純に掛け算しまして、合わせ

て167万円の軽減になるのではないかと見込んでおります。 

  この減額した分については、それぞれ県が４分の３、市が４分の１の負担をしま

して、一般会計から法定内の繰り入れを行うことになります。 

  説明は以上です。 

○榧橋委員長 48号の説明をいただきました。 

  山下委員。 

○山下委員 質問させてもらっていたことを、先ほど大方、回答してもらったなとは

思ったんですけれども、耳が最近聞こえなくて、ちょっともう一遍確認。何か言葉

の低音がちょっと聞きにくいんで、もう一遍確認させてもらいたいんですけれども、

課税、この第１番のほう、１番のこの今回二つの課税限度額の引き上げと、低所得

者層の判定所得基準額の見直しという２点があるんですけれども、それでそれぞれ

世帯数と影響額、先ほど言うてくれたったと思うんですけれども、ちょっともう一

遍教えてください。 

  まずその課税限度額の引き上げによって、影響を受ける世帯数、この世帯数はち

ょっとなかったのかなと思うので、教えてもらいたいのと、それと、この限度額引

き上げによるこの加入者の推計負担増の額というので、先ほど言われた131人×４

万円の524万円、これでよかったのかどうかを、ちょっと確認お願いします。 

  それと、あと、低所得者層の判定所得基準額の見直しのところでなんですけれど

も、２割の軽減世帯が12世帯、それから、５割の軽減世帯が10何世帯と言われたん

ですか。ここちょっと、もう一遍教えてください。 

  それと、あとそれによる軽減額がどれだけになるのかというの、ちょっともう一

遍、言うてくれてですか。お願いします。済みません。 

○榧橋委員長 大きな声でゆっくりと。梶原課長、お願いいたします。 

○梶原税務課長 済みません。聞きにくくて申しわけないです。 

  限度額超過世帯のほうからお伝えします。 

  今現在、150世帯あるところから、19世帯減りまして、131世帯と見込んでおりま

す。19世帯というのをお伝えしていなかったので、申し添えておきたいと思います。  
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  それから、影響額なんですけれども、131×４で524、これで正しいかということ

なんですけれども、あくまでも試算ですので、多少積算部分でずれが生じるかもし

れませんので、本年度課税ではずれる可能性もあります。 

  それで、その税額がふえた分、中間所得者層が減額される金額についてですけれ

ども、2,500世帯と仮定した場合、１世帯当たり、約2,000円ぐらいと見込んでおり

ます。 

  それから、軽減判定所得のほうなんですけれども、こちらが５割軽減が12世帯で、

２割軽減が13世帯です。合計25世帯となります。５人世帯で試算した場合、５割軽

減の場合、８万1,000円。約です。それから、２割軽減であれば、約５万4,000円で、

こちら、単純に掛け算させていただきまして、合計167万円軽減になるものと見込

んでおります。 

  以上、申し上げた数字なんですけれども、全て平成27年の所得で試算しておりま

す。平成29年分については、ようやくこの６月１日に確定したばかりですので、ま

だ試算をするところにまでは至っておりません。 

  以上になります。 

○榧橋委員長 よろしいですか。山下委員。 

○山下委員 何遍も済みません。ありがとうございました。 

  そうしましたら、今回のこの国保の一部を改正する条例で、市民の負担はこの４

万円アップの524万円。それから、市民の軽減する分は、この２割軽減、３割軽減

のおよその推計ですけれども、167万円の減というふうにとらえたらいいんでしょ

うか。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 お見込みのとおりで、520万円の高額所得者への負担がふえますの

と、中間世帯層に対して524万円の負担の軽減が、それはあとです。軽減世帯につ

きましては、167万円の軽減があるということで、結構です。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員はいいですか。大畑委員。 

○大畑委員 論点整理で上げていたものを今、御報告いただきましたので、いいです

けど、また、何年か前じゃないな、前回改正になったときに、世帯のその一覧表を

いただいたような感じでしたので、また確定した段階で、資料提供いただけたらと

いうふうに思います。 

  それで、確認なんですけれども、この２割、５割のいわゆる軽減判定のところに
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ついては、応益分だけですよね。ですから、均等割と平等割のところしか影響しな

いわけですよね。ということで、この金額少ないなと思ったんですよ。軽減受ける

世帯の合計金額が。５万4,000円とか、８万1,000円。もっと大きくなるのかなと思

ったんですけれども、あんまり大したことないので。この辺、12世帯で例えば５万

4,000円というのは、どういうふうに計算されたのか、ちょっと教えていただけま

すか。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 ２割軽減の方につきましては、全く軽減されていない状態から、軽

減されることになりますので、その金額そのままで思っていただいたら結構なんで

すけれども、５割軽減の方については、２割軽減から５割軽減に移られますので、

その差額で計算しておりますので、実際は２割軽減をされた方との分を足したもの

が総合計ということになります。あくまでも、現行との差ということで計算を言わ

せていただきました。 

  以上です。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 今回の見直しによって、新たにふえる部分だけの金額ということやね。

だから、実際、ルール分の要するに公費負担していかなあかんのは、もっと、従来

の人も含めた額になるから、もっと大きい金額になるということなわけですね。そ

こがどのぐらいかというのは、まだわからないという。 

○榧橋委員長 梶原課長。 

○梶原税務課長 あくまでも前年の数字になるんですけれども、大体300万円ぐらい

だったかと思います。それプラス167万円ぐらいかと思います。 

  以上です。 

○榧橋委員長 そのほか、質問ございますか。48号議案。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 よろしいでしょうか。 

  次、まいります。 

  51号議案、お願いします。51号議案と52号議案、お願いいたします。説明のほう。 

  梶原課長。 

○梶原税務課長 それでは、51号議案のほうに説明を移らせていただきます。 

  第24条ですけれども、個人市民税の非課税範囲の拡大ということで、条例の中で

は、障害者、未成年者、寡婦及び寡夫、夫のほうですけれども、それに対する非課
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税措置の合計所得額の要件が10万円引き上げられております。 

  それと、論点整理のほうで御質問がありました、対象に対することなんですけれ

ども、今回、給与所得者と公的年金控除に関しては、控除が基礎控除のほうに振り

かえられましたので、実質的な影響はないと思っております。影響を受けますのが、

給与所得者と年金受給者を除くフリーランスの方ですとか、起業されている方、そ

れから在宅で仕事をされているような方というような方が対象になってきまして、

影響ですね。主に減税となると思うんですけれども、影響を受けると思います。 

  影響を受ける対象なんですけれども、対象者数ですけれども、法の施行が平成33

年４月１日になりますので、今のところ、ちょっと正確な数字が把握できないんで

すけれども、今現在、普通徴収の方が4,700人いらっしゃいます。そのうちの給与

所得者ですとか、年金所得者を除いた、おおむね3,000人ぐらいが対象ではないか

と見込んでおります。あくまでも見込みですので、違うかもしれませんけれども、

それぐらいになるのではないかと思っております。 

  それから、論点整理のほうでもう一つ質問がありました、控除対象配偶者と同一

生計配偶者の違いなんですけれども、同一生計配偶者といいますのが、平成21年度

までの控除対象配偶者と同じでありまして、生計を同一する配偶者で、合計所得金

額が38万円以下の人で、平成30年度以降の控除対象配偶者といいますのが、生計同

一の配偶者で、合計所得金額が1,000万円以下の人というふうに変わっております。  

  どういう違いがありますかと言いますと、これまで収入が103万円以下の方であ

りましたら、配偶者の収入に関係なく配偶者控除の対象になっていたんですけれど

も、これからは、配偶者の収入が多いと、配偶者控除のほうに対象ではなくなると

いうふうに変わっております。 

  それから、48条のほうですけれども、大法人の法人市民税の電子申告の義務化で

す。これにつきましては、資本金の額ですとか出資金の額が１億円を超える法人に

対しまして、納税申告ですとか各種書類の提出をｅＬＴＡＸで行うように義務化さ

れております。宍粟市の特徴義務者が1,116事業者あるんですけれども、そのうち

の71事業者が対象になっております。 

  それから、たばこ税の税率の改正、92条から95条ですけれども、たばこ税の税率

が平成30年 10月１日から３段階で、１本当たり１円ずつ、合計で３円上げられます。

平成30年10月については、消費税の引き上げがありますので１回飛ぶんですけれど

も、平成30年と32年、33年の10月にそれぞれ増加します。 

  それから、加熱式たばこにつきましても、新たに加熱式たばこの区分ができまし
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て、課税方式については、重量と価格を紙巻きたばこの本数に換算するような改正

が行われております。これについては、平成30年から34年にかけまして、５年間、

10月に改正が行われます。 

  それで、論点整理のほうで質問がありました影響のほうなんですけれども、１本

当たり１円引き上げるということで、一月当たり200万円程度上がるのではないか

と見込んでおります。それで、本年度の見込みについては、10月以降、２月分につ

いて対象になりますので、200万円×５カ月ということで、約1,000万円増加するも

のと思っております。平成31年度以降については、平成31年度は税額のアップがあ

りませんので2,400万円。平成32年度については3,400万円といったぐあいにふえて

いくのではないかと見込んでおるんですけれども、値上げに伴います買い控えです

とか、禁煙等もあると思いますので、この限りにはならないとは思っております。 

  それから、附則の10条の２のほうに説明を移らせていただきます。 

  生産性向上特例措置法による課税標準の特例措置の創設というものを説明します。 

  中小企業の生産性革命を実現するために、臨時、異例の措置として、中小企業の

一定の設備投資について、固定資産税の特例措置を講じております。制度の詳細に

ついては、ひと・はたらく課の担当になりますので、省略させていただくんですけ

れども、この特例の率なんですけれども、ゼロ以上２分の１の範囲に定めるように

なっておりまして、宍粟市におきましては、新たな投資による地域経済の活性化で

すとか、事業者の投資を後押しするために、特例率をゼロとして、課税標準がゼロ

になるように定めたいと考えております。 

  生産性向上特例措置法の施行については、本日６月６日となっております。 

  説明については、以上となります。 

○榧橋委員長 はい、ありがとうございました。説明をいただきました。 

  大畑委員、この論点整理、出していただいていますが、もう、今の説明でいいで

しょうか。 

  山下委員もいいですね。 

  山下委員。 

○山下委員 大変難しくて、ピントの外れたことを言いますけれども、私が出させて

もらっているのは、この市民への影響、市民にとってどうなのかということを、い

つも心配しているわけなんですけれども、先ほどの説明によりますと、平成33年度

から始まったりするような説明もあったんですけれども、ちょっと何かわかりにく

かったので、もう一度教えてくださいますか。特にこの第24条の個人市民税の非課
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税範囲の拡大というところで、具体的にこことこことここが拡大されるというふう

に、わかりやすく教えていただけたらと思います。済みません。何回も聞いて。 

○榧橋委員長 梶原課長。お願いいたします。 

○梶原税務課長 障害者等の非課税措置の要件が、10万円上がったということになり

ますので、これまで合計所得が125万円までの方でしか、非課税にならなかったん

ですけれども、130万円以下の方であれば非課税になるというふうに、10万円引き

上がったというふうにとらえていただきたいと思います。 

  それから、一般の市民の方への影響なんですけれども、給与所得者ですとか、年

金所得者については、ほとんど影響がないと思っていただいたら結構かと思います。

それ以外のフリーランスの方ですとか、在宅で仕事をされているような方について

は、基礎控除が10万円上がりますので、その分の税額が控除をされるようになりま

す。 

  以上になります。 

○榧橋委員長 いいですか。はい。そのほか、ありますか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 いいですか。 

  それでは、52号議案のほう、お願いいたします。 

  梶原課長。 

○梶原税務課長 それでは、52号議案について、説明いたします。 

  附則第16条の立地誘導促進施設協定に係る課税標準の特例措置の創設です。 

  宍粟市では余り該当がないのかもしれないんですけれども、一定利用土地の時空

的、空間的ランダムに生じる都市のスポンジ化というのが、主に都市部で発生して

おります。例えば、駅前で病院があるところにあって、また飛んで、空き地があっ

て警察があったり、またあって、マンションがあったりとか、そういうふうなスポ

ンジのような状態になっている地域があるようなんですけれども、その部分を再開

発によって集約した場合に、そのときに生じた固定資産税とか、都市計画税につき

まして、課税標準を減額しようという措置になります。 

  これについての都市再生特別措置法というのがありまして、施行日については、

今のところ発表されておりませんので、ちょっとわからないんですけれども、法改

正は行われておりますので、条例のほうを改正したいと考えております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 はい、ありがとうございました。 
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  説明いただきましたが、質問ございましたら、お願いいたします。 

  ありますか。ないですか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 ないようでしたら、次に移りますが、よろしいですか。 

  それでは、継続調査のほうで、資源物の回収状況についてです。簡単に説明をお

願いいたします。 

 

【継続調査及び報告事項を実施】 

 

○榧橋委員長 以上です。よろしいでしょうか。 

  それでは、遅くなりました。 

  それでは、市民生活部の審査をこれにて終了させていただきます。ありがとうご

ざいました。御苦労さまでした。 

  委員の皆様、暫時休憩いたしまして、13時10分から。 

     午後１２時１０分休憩 

                                       

     午後 １時２０分再開 

○榧橋委員長 続きまして、文教民生常任委員会のほうを再開をさせていただきます。 

  それでは、54号議案、55号議案、56号議案、57号議案、58号議案のほうに移りた

いと思います。 

  では、説明のほうをお願いいたします。 

  進藤課長。 

○進藤教育総務課長 第54号議案、宍粟市立学校施設等の使用に関する条例の一部改

正について、説明いたします。 

  伊水小学校体育館につきましては、改築工事が完成したことを受け、旧体育館は

天井の低さなどから、ほかの体育館と比べて使用するには支障があることから、使

用料は特別規定により半額徴収とする規定でありましたが、改築後の新施設は面積

もふえ、さらに天井の高さも改善されたことにより、使用料の半額徴収規定を廃止

し、市内のほかの体育館と同様の使用料とするものです。 

  宍粟市立学校施設等の使用に関する条例の一部改正につきまして、説明いたしま

した。よろしくお願いいたします。 

○榧橋委員長 中尾課長。 
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○中尾こども未来課長 続きまして、第55号議案であります。宍粟市学童保育所条例

の一部改正ですけれども、先ほどの説明とかぶるものがございます。 

  お手元の資料１ページと２ページに、城下学童保育所の概要をつけております。 

  ２ページをごらんいただきたいと思います。 

  それぞれ、これは河東の学童と全く同じ要件ということで、取り組んでおりまし

て、施設概要としまして、保育室が２部屋、有効面積が71.8平方メートルと70.7、

70平方メートルということで、定員につきましては、最大で40人は収容が可能なん

ですが、今の利用状況を鑑みまして、当初は60人でスタートということを考えてお

ります。河東のときにも御説明をさせていただきましたが、１人２平方メートルの

占用面積を確保するということで、条例上、国の規定では1.65平方メートルになっ

ておるんですけれども、余裕を持った保育ができるということで、設計に当たらせ

ていただいております。 

  この学童保育所が、この夏休み前には完成をさせたいという思いで、急いでおり

まして、その完成に合わせまして、３月に制定をいただいた宍粟市学童保育所条例

に、今回この公の財産として追加をするものであります。ここまでが55号議案でご

ざいます。 

  続きまして、第56号議案から58号議案の補足説明につきまして、お手元の資料の

３ページに従うべき基準、参酌すべき基準ということで、国が定めました性質のも

のをつけた資料を補足資料として添付しておりますので、これをごらんいただきな

がら、条例案について、御説明を申し上げます。 

  まず、第56号議案、宍粟市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準等を定める条例の一部改正についてですが、具体的な改正内容について

は、第８条、受給資格の確認について定める条文でありますけれども、現在は保育

の実施に当たり、各園・所は、市が発行する支給認定書によって、支給認定の区分

や有効期間、保育の必要量等を確認することになっておりますが、支給認定書の交

付を受けていない場合であっても、入所ができるというように改正を図るものであ

ります。 

  次に、第15条は、特定教育・保育の取り扱い方針を定める条文ですが、認定こど

も園法の一部が改正され、認定こども園の定義を定める条文に条ずれが起きたこと

により、関係箇所について今回改正を行うものであります。 

  続いて第57号議案、宍粟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正についてですが、具体的な内容につきまして、第10条は、



－36－ 

放課後児童健全育成事業、学童と呼んでおりますけれども、の支援員の受講資格に

ついて定めたものですけれども、第３項第１号は、国家戦略特別区域限定保育士の

規定につきまして、先ほどと同じく、法改正に伴う条ずれが起きたために、これを

修正するものであります。 

  次に、第４号は、教員免許の資格について、これまでは教員免許の更新を受けて

いない人の取り扱いが曖昧でしたが、免許状を有するものとして明確にするもので

あります。 

  次に、第５号は、学校教育法の改正により、平成31年度から新たに創設される専

門大学の規定を新たに追加するものであります。これは、平成31年４月１日から適

用ということにしております。 

  次に、第10号は、新たに追加する資格ということになりますけれども、第３号及

び第９号で、高校を卒業し、学童保育等の経験が２年以上あれば受講ができるとい

う規定に加えまして、高校を卒業していなくても、５年以上の経験があれば支援員

になれるという規定を新たに追加するものであります。 

  ここで、論点整理表として資料請求がありました、現在の支援員の資格について、

お手元の資料４ページに記載をさせていただいております。４月１日現在、10の学

童保育所があるわけですけれども、そこに37人の支援員が勤務をしております。そ

の内訳として、第１号の保育士の資格を有する者が14人、第３号の高卒かつ児童福

祉事業に２年以上従事した者が６人、それから教員免許を有する者が17人という内

訳になっております。 

  次に、第58号議案の宍粟市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について、御説明を申し上げます。 

  条例の第６条、保育所等との連携に関する条文に、国家戦略特別区域小規模保育

事業者の規定を新たに追加するものであります。 

  第18条は、家庭的保育事業等が定める重要事項に関する規定の中で、先ほどの国

家戦略特別区域小規模保育事業者は、利用定員を定めるに当たり、幼児の区分ごと

に、その利用定員を定めなければならないという規定を新たに設けるものでありま

す。 

  次に、第23条１項の改正については、家庭的保育事業小規模保育事業所Ａ型、小

規模保育事業Ｂ型、保育所型事業所内保育事業所及び小規模型事業所内保育事業所

の職員について、国家戦略特別区域限定保育士の規定について、法改正に伴う条ず

れを修正するものであります。 
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  家庭的保育事業等につきましては、主にゼロ歳児から２歳児を対象に、定員19人

以下の小規模な保育事業を行う事業者を対象に、市が認可をする事業でありますけ

れども、現在宍粟市では、対象となる保育事業者がないことから、今回の条例改正

については、直ちに影響があるというふうには考えておりません。また、第56号議

案から第58号議案まで、いずれの条例改正についても、本日お示しをしました資料

にあるように、国が定めた基準であることから、基準については、参酌すべき基準

と従うべき基準ということがあるわけなんですけれども、そういったことを加味し

ながら、今回国が示された標準の使用について、御提案を図るものであります。 

  今回、国の法令改正に合わせて、条例を改正するものであり、御提案をさせてい

ただきますので、御審議いただきますようお願いを申し上げます。 

○榧橋委員長 はい、ありがとうございました。 

  説明をいただきました。委員の皆様から質疑ございましたら、お願いをいたしま

す。54号議案、いかがでしょうか。 

  浅田委員。 

○浅田副委員長 54号議案、確認だけなんです。 

  附則の経過措置のところで、施行日前の前日までに受けた使用の許可により、伊

水小学校の体育館を使用する場合の使用料については、なお従前の例による。要は、

７月１日の使用からこの額になるんじゃなしに、それまでに受け付けた分について

は、従前、半額でいきますよということで理解したらいいんじゃね。 

○榧橋委員長 進藤課長。 

○進藤教育総務課長 今おっしゃったように、受け付けが６月30日まで、使用が７月

以降であっても、受け付けを基準としておりますので、６月30日までに受け付けた

分は半額となります。 

  以上です。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 54号議案で、お尋ねしたいんですけれども、伊水小学校の体育館の利用

は、どれぐらいあるのかと、それとよく使用される地元の人たちの理解は得られて

いるのか、お尋ねします。 

○榧橋委員長 進藤課長。 

○進藤教育総務課長 伊水小学校の使用状況なんですけれども、平成29年度でもいい

でしょうか。平成29年度の使用状況です。体育館のほうは、地区の子ども会のほう

とか、伊水のソフトボールクラブとか、東中のバスケ部などが年間使用されており
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ます。合計で14回となっております。全て児童が使うものなので、無料となってお

りますので、今まで使用で料金をとっているものはないので、全て無料の方が使用

されております。 

  以上です。 

○榧橋委員長 よろしいですか。 

  よろしいでしょうか。54号議案。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 55号議案にまいります。 

  大畑委員。 

○大畑委員 55号なんですが、これは、小学校のグランド内に建設をされると思うん

ですけれども、設備管理条例の番地というのは、これは学童保育所だけ分筆して、

この61番というふうに解釈するのか、この運動場の地番をそのまま使っておられる

のかという、どっちなんでしょうか。 

○榧橋委員長 中尾課長。 

○中尾こども未来課長 分筆は考えておりません。学校内に建設をするということで、

小学校と同じ番地を掲示をさせていただいております。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 これまでは、学校の中のところについては、設備管理条例じゃなくて、

学校がそういう設備管理条例があるので、要項にすると。河東のように独立したも

のについては、新たに設備管理条例を設けるんだという説明だったかと思うんです

が、その辺の違い、どういうふうに解釈したらよろしいんでしょうか。 

○榧橋委員長 中尾課長。 

○中尾こども未来課長 これまでは、あくまで学校の空き教室、使わなくなった、余

裕のある教室をお借りをして、そこに学童を設置をするということで、現在もほか

の学童はこういうふうに運営をさせていただいておりますので、学校そのものは学

校の設備管理条例に規定があると考えております。今回、敷地は学校内なんですけ

れども、専用となる建物を建築しておりますので、この上物の建物について、公の

施設ということで条例が必要というふうに考えております。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 はい、わかりました。 

  ずっとしつこく言っているように、できれば条例化を全てしてほしいなと思って

います。そこの解釈は本会議でもありましたけれども、やっぱり自治基本条例を定



－39－ 

めている町ですので、やっぱり条例遵守でいってほしいなということだけ、お願い

しておきます。答弁は結構です。 

○榧橋委員長 ほかにありますか。55号議案、よろしいでしょうか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 はい。では、56号議案にまいります。 

  大畑委員。 

○大畑委員 これもちょっと全くわからないので、教えていただきたいんですが、本

来、施設型の利用をする場合には、支給決定に基づいてというふうに、それは原則

になるんだろうと思っていたんですが、その支給決定書の交付を受けていない人が

利用できるという意味がちょっとわからない。どういう事例がそういうことになる

んでしょうか。 

○榧橋委員長 中尾課長。 

○中尾こども未来課長 これは、地方から国に対する要望の中にあったことに受ける

形で、国のほうが省令を改正したということなんですけれども、具体的なケースで

申し上げますと、幼稚園、保育所、認定こども園を利用する際には、平成27年に施

行された子ども子育ての法律でもちまして、１号、２号、３号の認定を受ける、さ

らに短時間保育を必要とする子どもについては、標準の保育時間と短時間の保育時

間という認定区分がございます。これを、認定を受けるという行為については何ら

変わらないんですけれども、今まではこの認定書を保護者が施設に直接提示をして、

私、こういう認定なんで申し込みをしますよということの行為を、申請者本人がし

ないとだめだったんですけれども、今回の改正で、そのことについては市のほうか

ら施設のほうへ連絡することで、保護者のほうはこの認定書をあらかじめとってい

なくても、認定区分の認定としては変わっていないので、認定を受けないとだめな

んですけれども、認定さえ出ておれば、施設に入れるようになるという改正でござ

います。 

○榧橋委員長 ほかに。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 いいですか。 

  じゃあ、57号にいっていいですかね。 

  大畑委員。 

○大畑委員 57号の関係なんですが、これは緩和ということで、人材を確保していこ

うという、拡充していこうということだろうと思うんですが、実際、この４ページ
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を見ると、余りそういう方が働いておられないなという感じがするんですが、ちょ

っと４ページで、今のその10条の関係の各号のそれぞれの区分がもうひとつよくわ

からないので、教えていただきたいんですが、一つは、この３号と９号の違いがわ

からないんですね。言葉では違いがありますけれども。高卒かつ児童福祉事業、学

童などに２年以上従事した。片や９号では、高卒かつ学童に類似した事業に２年以

上従事した。ということは、余り大きく違いがないんじゃないかなと思うんですけ

れども、ここの違いはどういうことなんですかというのが一つです。 

  それから、10号のところについて、本会議で質問させていただいたときに、ちょ

っと答弁がもうひとつはっきりわからなかったので、聞くんですけれども、９号は、

高卒でかつ学童に類似した事業ですね。先ほど、３号も同じですけど。この10号で

追加になったのは、中卒からでもいけるということで、しかし、その３年間、高校

の３年間を足すので、５年以上、学童保育に従事したとなってるね。ちょっと厳し

いのと違うんですかと、私、言ったんですよ。片や類似でいいのに、片や学童に限

定されてしまっているので、なかなかないんじゃないかなと思うんですね。学童５

年という経験いうたら。その辺は、これは10号は、従うべき基準じゃないので、学

童保育に類似する事業に従事したみたいな形でもいいんじゃないかなというふうに

思うんですけれども、その辺ちょっと、これは国の定めに従っておられるので、今

すぐ変更できないかとは思うんですけれども、その検討の余地があるのかどうか、

お伺いしたいと思います。 

○榧橋委員長 中尾課長。 

○中尾こども未来課長 まず最初に、ちょっと前後するんですが、10号は従うべき基

準ではないと、こういうお話なんですが、そうではなくて、先ほどの資料３ページ

の第10条第３項のうちの第10号なんで、この部分については、従うべき基準という

ふうに御理解をいただきたいと思います。 

  その上で、先ほどの御質問について、お答えを申し上げます。 

  まず、３号と９号の違いでありますけれども、高卒かつ児童福祉に２年というこ

とで、第３号のほうは、学童等ということで、児童福祉事業というふうになってい

まして、これは児童福祉法に規定のある事業と考えております。ですから、保育所

とか学童とかということでございます。それに類似した事業ということで、９号で

上がっておりますのが、例えばここだと、北庁舎でしーたん広場だったり、その児

童福祉法には規定がないんだけれども、例えば、子育て広場だったり、子育て支援

の、うちで言うたら、やすらぎだったり、メープルだったり、エーガイヤの千種の
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ほうでやられておるような子育て支援員の方、そういうようなことで整理をさせて

いただいております。 

  次に、第10号の５年以上という部分は、大変申しわけないんですが、従うべき基

準ということで、５年未満の方を採用するというのは、ちょっと考えにないんです

けれども、いずれにしましても、ここの部分は先ほどと同じく、地方から国に対し

ての要望に応える形で、緩和されて出てきております。その中で調べましたら、宍

粟市の中にも、高校を中退をされて、この学童のお仕事につかれていて、現在、長

年働いておられるんだけれども、この支援員の県の講習を受ける受講資格がないん

だという方が実際にいらっしゃいましたので、そういったところに適用が開けたの

かなというふうに考えております。 

○榧橋委員長 前田部長 

○前田教育部長 補足ですけれども、10号の５年以上のところ、今、委員言われたよ

うに、確かに５年もおらんのじゃないかというのが、５年も勤務している人間が少

ないんじゃないかという御指摘はもうごもっともなんですけれども、国からのとこ

ろも、これをするときに国からもＱ＆Ａが出ておりまして、２、３年で大体やめる

人が多いのに、５年というのはちょっときついんじゃないかというような質問もあ

ったんですけれども、一応国といたしましては、やっぱり放課後児童クラブ、ある

程度一定の責務がありますので、一定の実務経験が必要ということで、国のほうが

５年というのを持っておりますので、それにそのまま合わせているということでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 はい、わかりました。 

  もう一つの論点として、僕が聞いているのは、片や類似事業でいいというふうに

決めているのに、ここ、地方から声が上がったという10号に対しては、学童保育に

従事というふうに限定しているでしょう。なぜこの辺が類似にならなかったのかな

というのが、一つ思うんですけどね。 

○榧橋委員長 どうですか。前田部長 

○前田教育部長 それにつきましても、同じことなんですけれども、一応やっぱり放

課後児童支援員の認定資格ということなので、放課後児童クラブで働く職員の中で

ということがありましたので、一定以上の実務経験を求めるに当たって、放課後児

童クラブでの経験を求めるというような国の回答になっておりますので、それに準
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じておるということでございます。 

○榧橋委員長 ほかはございますか。いいですか。 

  山下委員。 

○山下委員 ちょっと説明、先ほどのを聞いていて少しはわかってきたんですけれど

も、今度は支援員の資格要件が一つふえて、高校を卒業されていなくて、５年以上

学童保育に従事した者、市長が適当と認めた者というのが一つ入ったということで、

このことによって、宍粟市でもそういった方が１人おられるというお話だったんで

すけれども、その論点整理表にも出していたんですが、教育・保育の質の向上とい

う点では、このことがどういうふうに影響するのかなというふうに考えて、教育部

としてはどういうふうに考えておられるのか、ちょっと教えてください。 

○榧橋委員長 前田部長 

○前田教育部長 今言われましたように、質の向上、現行の水準から下げようという

思いではありません。ですから、今回新たに１項ふえたわけですけれども、それに

つきましては５年間の実績があって、その中で実務がありますので、その中で十分

市長が認めたところということで、勤務条件等、十分把握できますので、それによ

って質を下げようという思いではありません。 

  以上でございます。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 支援員の資格要件が拡大したということは、５年間一生懸命従事してき

て、その資格がないというようなことではいけないと思うので、いいことだと思う

んですけれども、でもやっぱりその保育の、教育の質の向上のためには、やはりそ

の労働条件の改善というか、そういったことのほうが大事じゃないかなというふう

には思うんですが、そのところはどのようにお考えでしょうか。 

○榧橋委員長 前田部長 

○前田教育部長 要件のところというよりも、人が不足のところで、確かにその分は

大きなところがあると思っておりますので、近隣市町等の状況等まで、できるだけ

改善はしたいなと思っておるんですけれども、なかなか今の実情としては進んでい

ないところですけれども、何とかそういうところ、改善の方向にも、労働条件のほ

うの改善のほうにも努めて、支援員の確保のほうもできるようにはしたいなと考え

ております。 

○榧橋委員長 いいですか。大畑委員。 

○大畑委員 ちょっと山下委員の関連なんですけれども、ここのところは支援員の資
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格要件ですから、この資格があったらすぐその人がすぐれているということではな

いと僕は思うんで、入られてからの研修とか、そういう実務研修という、専門的な

研修とか、そういうもので補っていかなあかんと思うんですけれども、そこはどう

いうふうになっているんでしょうか。 

  というのと、もう１点は、補助員さんがいらっしゃいますよね。補助員の関係に

ついては、どのように決められているのか、ちょっと教えてください。 

○榧橋委員長 中尾課長。 

○中尾こども未来課長 まず、支援員というのは、県が用意をした研修プログラムを

修了して、初めて支援員に任用ができるということで、その受講資格の要件を定め

たものが、先ほどの議論なんですけれども、その研修とは別に、宍粟市教育委員会

のもとで、自主的な研修計画というものを立てて活動をさせていただいております。

毎月、定例の所長会を開催をしまして、その場で必要な現場のニーズに合った研修

内容を企画しまして、研修をさせていただきます。先日あった研修は、支援を要す

る子に対してどういうふうに接していくかというようなことで、講師をお呼びをし

て、例えば学校教育課におられるスーパーバイザーの先生に来ていただく場合もご

ざいますし、あるいは、それぞれその支援を要する子が実際にいますので、そこの

学童の場でのあった実体験をお互いに意見交換をしたりしながら、話をします。そ

れから、学童でいきなりその支援を要するということが、学童だけが単体であるわ

けではなくて、当然その昼間は小学校に属して、特別支援学級に在籍をしていたり、

それから、小学校１年生に入るまでには、幼稚園でのかかわりというふうなものも

ございますので、そのあたりは、本当に教育委員会の強みというんですか、そのデ

ータについて、蓄積してきたものがございますので、その部分を学童の支援員と共

有をしてというようなことで、それぞれ質の向上というものに、一例ですけれども、

当たらせていただいておるところでございます。 

  済みません。それから、補助員ですけれども、これは平成27年に学童の制度が、

子ども子育てと一緒にスタートしたときに、一度に全員を支援員に受講させるとい

うのは、兵庫県あるいは西播磨の圏域で開催されるこの研修会の定員の枠をオーバ

ーしてしまうので、数年かけてこの研修を受けていただこうということで、計画を

しておりまして、資格要件については、先ほど１号から10号まである中で、非常に

広くとれますので、もうほとんどの方がどれかには該当するわけなんです。経験を

積めば、必ず受講ができますので、計画的にその対象者を広げていくということで、

まずは支援員に入っていただいて、経験を積んでいただいた中で、補助員から支援
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員にということで育成を図っていく計画としております。 

○榧橋委員長 よろしいですか。ほかにございますか。 

  次、いっていいですかね。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 58号議案にまいります。 

  よろしいですか。ありませんか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 では、次にまいりますね。 

  それでは、継続調査のほう、まいりたいと思います。 

  幼保一元化のほう。 

 

【継続調査及び報告事項を実施】 

 

○榧橋委員長 ございませんか。 

  その他の報告事項はございますでしょうか。ございません。 

  それでは、早く終わりましたけれども、これにて教育委員会の審査を終了させて

いただきます。どうも御苦労さまでした。ありがとうございました。 

     午後 ２時１２分休憩 

                                       

     午後 ２時４０分再開 

○榧橋委員長 委員会を再開いたします。 

  それでは、総合病院の説明をこれよりお願いをしたいと思いますが、資料はこれ

だけですね。よろしくお願いします。これに基づいて、志水部長ですか。説明。簡

単に。木原課長。 

 

【継続調査及び報告事項を実施】 

 

○榧橋委員長 よろしいですか。 

  ほかにございますか。ございません。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 よろしいですか。 

  それでは、これで総合病院の調査を終了させていただきます。どうも御苦労さま
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でした。ありがとうございました。いつもと順序が変わっておりまして、済みませ

んでした。ありがとうございます。 

     午後 ３時４３分休憩 

                                       

     午後 ３時４７分再開 

○榧橋委員長 それでは、常任委員会のほうの部分でございます。 

  まず、第46号議案、宍粟市税条例の一部改正の専決処分（専決第14号）の承認に

ついて。 

  自由討議。討論はありますか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 なし。 

  それでは、賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  続きまして、第47号議案、宍粟市都市計画税条例の一部改正の専決処分（専決第

15号）の承認について。 

  討議とか討論ありませんか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成いただく方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  続きまして、第48号議案、宍粟市国民健康保険税条例の一部改正の専決処分（専

決第16号）の承認についてでございます。 

  討議とか討論。賛成の方。 

○山下委員 限度額の引き上げによる増がかなり大きくて、軽減の見直しによる減の

方が少ない。基本的に引き上げに賛成できない。 

○榧橋委員長 浅田委員。 

○浅田副委員長 よろしいか。引き上げの部分はあるけれども、その途中の部分で減

額になる人もおってんですよ。そやで、全て否定することになりますよ。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 中間的な所得層の人が１世帯当り2,000円減になる。それも含めて考え

て、やはりこの限度額の引き上げというのが、結局はこれ全体的な引き上げにつな
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がっていくんじゃないか今回のこの一部改正が低所得者のこの負担の見直しに対し

て、限度額引き上げによるプラス分の方が市民負担が多いというところで、ちょっ

と賛成できない。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 一貫して言っておられる限度額を上げることが全体の引き上げになると

いうそこのところをちょっと教えていただけますか。どういう理屈なのか。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 逆にならないというふうなことがわからない。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○大畑委員 引き上げにならないというか、単純に、今、浅田委員からもありました

けれども、要は限度額を設けているということは、もっと支払える方が猶予されて

いるふうに思うわけですよね。その猶予されている中間層がかぶっているんじゃな

いかなという思っている。限度額を上げることによって、支払い能力のある人が払

ってもらったら、中間層の部分の負担が少なくなるん違うかという、単純にそう思

ってるわけやけど、それはそうじゃなくて、全体の引き上げになるというふうに言

われているのは、どういうことか、教えてください。それに対してどうこう言うん

じゃなくて、ちょっと教えてもらいたいんですよ。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 本来、結局こういうふうに住民負担を増加していくような方法じゃなく

て、この国庫負担分をふやすというのが基本だと思っているから、やはりこの住民

負担をふやしていくということに対して、現実的に考えたら、やっぱりどんどん引

き上げになっていくんじゃないかなと。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○浅田副委員長 もともと山下委員は、要は税で賄えという、いわゆる自己負担をな

くせというのがベースにあるからだと思うんだけれども、今あったように、今の制

度上で、高額所得者の上限を今、54万円に抑えてますよと。それを、税の負担能力

があるで、プラス４万円を多く負担してちょうだいねといってる。その部分の約

500万円については、今まで中間の所得層でかぶってたやつが、その分は軽減でき

ますよと。だから、もともとその論法としての住民負担はゼロという論法はあった

としても、低所得者、それから中間所得者については、今回の上限額改正の引き上

げの部分については、低所得者及び中間所得の方々については、税負担が軽減でき

ると。だから、それもあえて否定しているというこの論法が僕にはわからへん。 



－47－ 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 それは否定してないんやけれども、全体的な条例改正の。 

○榧橋委員長 大畑委員。 

○浅田副委員長 もともとが、税負担でせえというてやであれやけども。 

○榧橋委員長 山下委員。 

○山下委員 今までは消費税の引上がそんな風にするからとか福祉的なことに使うか

らとそうはなってきてないような、そんな現状に対してもおかしいなと。 

○今井委員 高額所得者のほうに、誰かが負担してもらわんだら無理なんやからそれ

はやっぱりその高額所得者に負担してもらうというのが。 

○浅田副委員長 ２割軽減も５割軽減も幅が広がったんやし。 

○大畑委員 抜本的な改革にはならんから、半分はその保険者で負担せなあかんけど

が、医療費全体が上がりよったら、ずっと上へ上がっていくという発想やね。そう

いうことやね。 

○浅田副委員長 根本がね。根本がそうやで。 

○大畑委員 僕ら、現行制度の中で、前回よりもちょっと楽になるのかなという見方

ですので、そういうことやね。 

○林委員 限度額が上がったけども、軽減の対象者は所得があれが、微々たるもんや

けど、５千円と１万円上がってるから、それだけ軽減世帯がふえるということ。そ

れで表にもあったけど、これは制度的な改正であって、今、心配して、今度税率改

正があるやん。そのときには反対してもらってもええと思うんです。ぐっと上がる

から。制度的なやつ。低所得者にはかなり控除額がふえとるさかいそういう考えと

ってのことにはならんと思う。次のあれやわ。８月に税率改正あるやろ。そのとき

は反対してもらっても今度、減るのと違うかな。 

○浅田副委員長 もともと制度自体を否定しとってわけやからな。要は、個人負担は

ゼロやという考えがベースにある。 

○山下委員 もっと国庫負担を以前に戻して。 

○林委員 高額所得者に負担をかぶせていきよる。 

○大畑委員 これに賛成したからといって、今までの考え方が否定されるものではな

い。 

○山下委員 それは確かに中間層が２千円というのもあるんですが、全体で見てどう

しても賛成できん。 

○榧橋委員長 じゃあ、賛成多数です、48号は。 
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  いいですか。賛成多数。７人。１人あれですね。６人と１人やね。賛成多数で。 

  次、51号議案、宍粟市税条例等の一部改正について。 

  自由討議、ありますか。討論ありますか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。ありがとうございます。 

  第52号議案、宍粟市都市計画税条例の一部改正について。 

  討論はありますか。ないですね。自由討議もありませんね。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  第53号議案、宍粟市介護保険条例の一部改正について。 

  自由討議ありますか。討論ありますか。山下さん、ありますか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  続きまして、第54号議案、宍粟市立学校施設等の使用に関する条例の一部改正に

ついて。 

  自由討議ありますか。討論は。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 じゃあ、賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  第55号議案、宍粟市学童保育所条例の一部改正について。 

  自由討議ありますか。討論ないですか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 
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  第56号議案、宍粟市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準等を定める条例の一部改正について。 

  自由討議されますか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  第57号議案、宍粟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について。 

  自由討議はありますか。討論。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  それでは、第58号議案、宍粟市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正について。 

  自由討議。討論。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  第61号議案、債権の放棄について。 

  自由討議。山下さん、あります。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致。 

  請願第１号、教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるた

めの、2019年度政府予算に係る意見書採択の要請について。 

○榧橋委員長 何か。自由討議。いいですか。 

○浅田副委員長 基本、僕はやっぱり、国庫負担２分の１、もとへ戻すのは、僕は戻

すべきやと思うのやわ。やっぱりそれぞれ都道府県、財政状況が違うんだし、やっ
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ぱり子どもを育てるという、教育は国家が見るべきやで。今の法律的には、市町村

立になってるから。教職員の部分については、国と都道府県でもちましょうとかと

いうね。 

○大畑委員 どこかな。自主財源つぎ込んでいるとこがあるって。 

○榧橋委員長 何か書いてあったね。 

○大畑委員 努力してるところはあるらしい。 

  小泉政権のときに何が原因でなったか。 

○浅田副委員長 三位一体改革か何かのあれでしょう。地方分権とか三位一体改革や

りましょうって。 

○林委員 国が見ないとあかんと言うのやったら、足らんとこふやしてほしい。 

○今井委員 小規模校の維持に金を出してくれみたいな、そういうふうな請願を出し

たいようやけど。 

○浅田副委員長 １年生は30人学級になってるんちゃう。 

○榧橋委員長 いや、違うねん。40人まで１学級でしょう。 

○大畑委員 いや、低学年は30人。 

○榧橋委員長 41人になったら２学級になるのね。 

○大畑委員 30超してるとこいうたら、宍粟市内にどのくらいあるんやろ１クラス30

人超したら。 

○宮元委員 小学校は35人で、超えたら２クラス。 

○浅田副委員長 山崎小学校、６年生が75人。 

○榧橋委員長 賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致で採択いたしました。 

  以上です。御苦労さまでした。 

  さっきの分、反対が１人あったね。第48号議案。48号議案、賛成討論してくださ

る人。 

  山下さん、反対ですよね。反対討論されるでしょう。48号議案。 

○榧橋委員長 賛成討論は浅田委員にお願いいたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 その他協議 

  ・閉会中の継続調査事項について 

  ・その他 
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  ・次回（７月）委員会の開催について 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 閉会 

○浅田副委員長 それぞれ審議ありがとうございました。次回は６月の15日に追加議

案がありますので、また審査だけお願いします。御苦労さまでした。 

     （午後 ４時３５分 閉会） 
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 宍粟市議会委員会条例第30条の規定により、ここに署名する。 

 

         宍粟市議会文教民生常任委員会 委員長  榧 橋 美恵子 
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平成３０年度予算決算常任委員会第２回文教民生分科会会議録 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

日  時  平成３０年６月６日（水曜日） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

場  所  宍粟市役所５０３会議室 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

開  会  ６月６日 午後１時１０分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

次  第  

 １．審査・調査事項 

 ◇第80回宍粟市議会定例会付託案件審査 

 （教育部） 

  ・第49号議案 平成29年度宍粟市一般会計補正予算（第８号）の専決処分（専決 

         第13号）の承認についての関係部分 

  ・第62号議案 平成30年度宍粟市一般会計補正予算（第１号）の関係部分 

 ◇第80回宍粟市議会定例会付託案件に関する意見及び賛否確認 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出席委員 

    委  員 長   榧 橋 美恵子    副委員長  浅 田 雅 昭  

    委   員   宮 元 裕  祐    委  員  山 下 由 美  

      〃    今 井 和  夫      〃    神 吉 正 男  

      〃    大 畑 利  明      〃    林   克 治  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出席説明員 

（教育部） 

   教 育 部 長 前 田 正 人   教 育 部 次 長 山 本 信 介  

   教 育 部 次 長 田 路 正 幸   教 育 総 務 課 長 進 藤 美 穂  

   学 校 教 育 課 長 世 良 重 信   こ ど も 未 来 課 長 中 尾 善 弘  

   施 設 整 備 課 長 西 林 文 隆   社会教育文化財課長兼歴史資料館長  原   真 弓  

   山崎給食センター所長 池 本  雅 彦    教育総務課副課長兼係長 中 田    束  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

事務局 
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   主      幹 小 椋  沙 織  
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     （午後 １時１０分 開会） 

○榧橋委員長 皆様こんにちは。少し早いようですけれども、進めさせていただきま

す。 

  それでは文教民生分科会を開会いたします。教育部の審査を行いたいと思います。 

  第49号議案と第62号議案の説明をお願いしたいと思います。中尾課長。 

○中尾こども未来課長 第49号議案、平成29年度宍粟市一般会計補正予算（第８号）

の専決処分のうち、城下学童保育所の建設に係る部分についてご説明を申し上げま

す。お手元の議案資料の方の１ページをご覧ください。城下学童の建設については、

平成29年度から平成30年度にかけて、繰越事業として現在建築中でありますが、国

の内示を受けまして12月に補正予算を計上した時には、平成29年度には設計に着手

をして現場については、平成30年度に着工ということで事業を計画しておりました

が、交付決定のあった国県補助金の繰り越し申請を行ったところ、平成29年度採択

事業なので、設計だけではなく、工事請負についても出来高が必要であるとの指摘

を受けました。そこで対応策として河東学童保育所の建設に配当していただいてい

る予算の残りなど、可能な範囲でここにあげております475万 2,000円の予算を確保

しまして、結果190万円の出来高となったため、残りの285万 2,000円について繰越

の専決処分をするものです。内容ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○榧橋委員長 山本次長。 

○山本教育次長 第62号議案平成30年度宍粟市一般会計補正予算（第１号）の関係部

分についてご説明いたします。分科会資料につきましては２ページをご覧ください。

議案書の第62号議案の予算書７ページの部分でございます。歳入予算の国庫支出金、

教育国庫補助金、学校施設環境改善交付金、中学校補助金を465万4,000円減額する

ものです。内容は山崎西中学校大規模改修事業２期及び山崎東中学校大規模改修事

業１期のうち、トイレ改修に係る学校施設環境改善交付金の減額でございます。補

正理由としましては、国の平成29年度第一次補正予算による事業採択をうけたため

平成30年度予算を減額するものです。続いて同じく教育費国庫補助金の学校施設環

境改善交付金、幼稚園補助金を4,100万円減額するものです。内容としましては、

（仮称）一宮北認定こども園建設事業の交付金の減額でございます。理由としまし

ては、同じく国の補正一次予算による事業採択を受けたため平成30年度予算を減額

するものでございます。次に市債、民生債の過疎対策事業債を３億9,170万円減額

するものです。内容につきましては、（仮称）一宮北認定こども園建設事業の借入

金の減額でございます。理由としましては、同じく国の平成29年度第一次補正予算
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により事業採択を受けたため、平成30年度予算を減額するものです。 

  次に、市債、教育債、合併特例債事業債を2,630万円減額するものでございます。

内容としましては、山崎西中学校大規模改修事業２期及び山崎東中学校大規模改修

事業の１期のうち、トイレ改修にかかる合併特例債事業債の借入金の減額です。理

由としましては、同じように、平成29年度の国の補正予算による事業採択を受けた

ため、平成30年度予算を減額するものです。 

  続いて、歳出予算でございます。予算書の８ページになります。 

  民生費、少子化対策事業費の設計管理業務委託料を278万円減額するものです。 

  内容としましては、（仮称）一宮北認定こども園事業の設計管理業務委託料の減

額でございます。理由としましては、歳入の部分でも言っておりますように、平成

29年度の国の補正予算の事業採択を受けたために、平成30年度予算を減額するもの

でございます。 

  次に、認定こども園建設等工事費を４億3,000万円減額するものです。 

  内容としましては、（仮称）一宮北認定こども園建設事業の工事請負費の減額で

す。理由としましては、同じように、国の事業採択を受けたため、平成30年度予算

を減額いたします。 

  次に、教育費、学校施設整備費、改修等工事設計管理業務委託料を138万円減額

するものです。 

  内容としましては、山崎西中学校大規模改修工事２期及び山崎東中学校大規模改

修工事１期の設計管理業務委託料のうち、トイレ改修部分に相当する委託料の減額

でございます。 

  理由としましては、同じく国の補正予算により、事業採択を受けたため、平成30

年度予算を減額するものです。 

  次に、中学校校舎等改修工事費を3,110万円減額するものです。 

  内容としましては、山崎西中学校大規模改修事業２期及び山崎東中学校大規模改

修事業１期のうち、トイレ改修部分に相当する工事費の減額でございます。 

  理由としましては、同じく国の補正予算による事業採択を受けたため、平成30年

度予算を減額するものでございます。 

  以上です。 

○榧橋委員長 はい、ありがとうございました。 

  今、説明をいただきました。委員のほうから質疑ございましたら、お願いいたし

ます。 
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  49号議案で、大畑委員。いいですか。 

  ほかにございますか。よろしいですか。 

  浅田委員。 

○浅田副委員長 49号議案で、補正４号で、平成29年度設計管理業務の委託料140万

円置いてるんだけれども、実質、実績としては負担行為は61万 6,000円ということ。

それと、工事費については、もともと当初、債務で5,458万円は繰り越しで置いと

ったんやけども、枠内で475万2,000円を確保して、何ぼか繰り越すと。 

○榧橋委員長 中尾課長。 

○中尾こども未来課長 まず１点目、設計管理業務でありますけれども、当初、140

万円と60万円の合計200万円ということで、予算の計上を御審議、置いていただい

ております。結果としまして、61万 6,000円というのは、そのうちの設計部分、平

成29年度にでき上がって、３月に入札執行しておりますので、その時点での出来高

の設計部分について、61万 6,000円ということで、御報告を申し上げております。

残り、管理部分につきましては、もともと予算、債務負担60万円ということで置い

ておりました部分について、平成30年度執行ということで計上しておりますので、

合計額としましては、その部分が52万 5,000円ございますので、114万 1,000円での

契約額ということになっております。 

  続きまして、工事請負費でありますけれども、先ほど委員の御指摘のとおりでご

ざいます。当初は平成29年度の出来高をゼロにして、平成30年度でないと、とても

３月に補正をして、ついでに、12月ですか、に補正をして、すぐに設計に入って、

さらに現場に着手というのは無理だなということを考えておりましたので、5,458

万円部分について、予算を置かずに債務負担で全額執行というふうに考えておった

んですが、県との繰り越しの予算の協議をしておったところ、平成29年度の国庫採

択なので、幾らかでも平成29年度に出来高が必要だという御指摘を受けましたので、

先ほど御説明のとおり、475万2,000円の工事費について予算を確保しまして、これ

は契約額の全体の１割程度ということで計画を立てまして、工事をさせていただい

ておるところでございます。 

  契約額につきましては、全体で4,586万 8,000円の総事業費ということになってお

ります。 

○榧橋委員長 ほかにはありますか。いいですか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 よろしいですか。 
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  では、49号議案と62号議案はこれで終わります。 

     午後 １時２０分休憩 

                                       

     午後 ３時４５分再開 

○榧橋委員長 分科会のほうからお願いをしたいと思います。 

  教育部で、第49号議案、平成29年度宍粟市一般会計補正予算（第８号）の専決処

分（専決第13号）の承認についての関係部分でございます。 

  自由討議ありますか。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 討論なし。 

  それでは、賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 全会一致ですね。 

  続きまして、第62号議案、平成30年度宍粟市一般会計補正予算（第１号）の関係

部分でございます。 

  これも自由討議ありますか。ありません。 

     （「なし」の声あり） 

○榧橋委員長 討論ありません。 

  それでは、賛成の方。 

     （挙 手 全 員） 

○榧橋委員長 はい、ありがとうございました。 

     （午後 ３時４７分 閉会） 
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